
 

 

第１３回尼崎市議会定例会市長提出予定案件 

 

 

１ 議案の数及び名称 

  議案の数 

種 別 
決 算 

認 定 
予 算 条 例 その他 計 

件 数 ５ ５ １０ １１ ３１ 

 

  議案の名称 

 ＜決算認定＞ 

認定第  １号  平成２６年度尼崎市歳入歳出決算について 

認定第  ２号  平成２６年度尼崎市水道事業会計決算について 

認定第  ３号  平成２６年度尼崎市工業用水道事業会計決算について 

認定第  ４号  平成２６年度尼崎市自動車運送事業会計決算について 

認定第  ５号  平成２６年度尼崎市下水道事業会計決算について 

＜予算＞ 

議案第 ８９号  平成２７年度尼崎市一般会計補正予算（第３号） 

議案第 ９０号  平成２７年度尼崎市特別会計地方卸売市場事業費補正予算（第１

号） 

議案第 ９１号  平成２７年度尼崎市特別会計公共用地先行取得事業費補正予算

（第１号） 

議案第 ９２号  平成２７年度尼崎市特別会計介護保険事業費補正予算（第２号） 

議案第 ９３号  平成２７年度尼崎市自動車運送事業会計補正予算（第１号） 

＜条例＞ 

議案第 ９４号  尼崎市職員退職手当支給条例及び尼崎市教育職員の退職手当に関

する条例の一部を改正する条例について 

議案第 ９５号  尼崎市立学校の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

について 

議案第 ９６号  尼崎市障害児就学指導委員会条例の一部を改正する条例について 

議案第 ９７号  尼崎市立中学校給食検討委員会条例について 

議案第 ９８号  尼崎市乗合自動車特別乗車証交付条例の一部を改正する条例につ
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いて 

議案第 ９９号  尼崎市高齢者乗合自動車運賃助成条例について 

議案第１００号  尼崎市特定随意契約締結事業者選定委員会条例について 

議案第１０１号  尼崎市食品衛生に関する条例の一部を改正する条例について 

議案第１０２号  尼崎市立児童ホームの設置及び管理に関する条例の一部を改正す

る条例について 

議案第１０３号  尼崎市自動車運送事業の設置等に関する条例等の廃止等に関する

条例について 

＜その他＞ 

議案第１０４号  工事請負契約の変更について（旧尼崎東高等学校校舎等解体撤去

工事） 

議案第１０５号  工事請負契約の変更について（大庄小学校校舎棟耐震補強等工事） 

議案第１０６号  工事請負契約の変更について（大島小学校北棟改築等工事） 

議案第１０７号  工事請負契約の変更について（立花小学校校舎棟改築等工事） 

議案第１０８号  工事請負契約の変更について（名和小学校北棟改築等工事） 

議案第１０９号  訴えの提起について（建物明渡し等請求事件） 

議案第１１０号  市道路線の一部廃止について 

議案第１１１号  市有地の売払いについて 

議案第１１２号  平成２６年度尼崎市下水道事業会計未処分利益剰余金の処分につ

いて 

議案第１１３号  平成２６年度尼崎市水道事業会計未処分利益剰余金の処分につい

て 

議案第１１４号  平成２６年度尼崎市工業用水道事業会計未処分利益剰余金の処分

について 

 

２ その他の報告 

  議会の指定に基づく専決処分 

・ 和解及び損害賠償の額の決定 

交通事故    ８件   ４，３６０，４４０円 

その他の事故  １件      ３７，４４０円 

その他     １件     ８８７，７４０円 

  公益財団法人等の経営状況 

  平成２６年度決算に係る健全化判断比率及び資金不足比率の報告 
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３ 追加提出予定案件 

＜予算＞ 

・ 平成２７年度尼崎市一般会計補正予算（第４号） 

＜人事＞ 

・ 尼崎市公平委員会の委員の選任 

・ 尼崎市固定資産評価審査委員会の委員の選任 

・ 人権擁護委員の候補者の推薦 
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第１３回尼崎市議会定例会 

議 案 説 明 資 料 
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（議案説明資料） 

＜平成２７年９月定例会＞ 

種 別 決算認定 番 号 認定第１号 所 管 財政課 

件 名 平成２６年度尼崎市歳入歳出決算について 

内       容 

概要                            （単位：千円） 

区  分 歳入総額 歳出総額 形式収支 
翌年度に繰り 

越すべき財源 
実質収支 

一 般 会 計 198,189,615 197,729,362 460,253 275,624 184,629 

特 別 会 計 179,104,595 177,300,284 1,804,311 32,053 1,772,258 

 
国 民 健 康 保 険 
事 業 費 

54,161,442 53,410,919 750,523 0 750,523 

 
地 方 卸 売 市 場 
事 業 費 

548,042 413,249 134,793 32,053 102,740 

 育 英 事 業 費 9,027 9,027 0 0 0 

 農業共済事業費 18,357 11,051 7,306 0 7,306 

 都市整備事業費 205,958 205,958 0 0 0 

 
公 共 用 地 
先行取得事業費 

4,411,461 4,411,461 0 0 0 

 
公害病認定患者

救 済 事 業 費 
44,763 44,676 87 0 87 

 
母子及び寡婦福祉 

資金貸付事業費 
66,279 25,285 40,994 0 40,994 

 
青少年健全育成 

事 業 費 
6,741 6,741 0 0 0 

 介護保険事業費 35,644,986 35,061,737 583,249 0 583,249 

 
後期高齢者医療 
事 業 費 

4,987,194 4,914,559 72,635 0 72,635 

 駐 車 場 事 業 費 299,035 299,035 0 0 0 

 
廃 棄 物 発 電 
事 業 費 

834,023 834,023 0 0 0 

 競 艇 場 事 業 費 77,867,287 77,652,563 214,724 0 214,724 

合  計 377,294,210 375,029,646 2,264,564 307,677 1,956,887 
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（議案説明資料） 

＜平成２７年９月定例会＞ 

種 別 決算認定 番 号 認定第２～５号 所 管 

水道局経理課 

交通局経営企画課 

下水道部経営企画課 

件 名 

平成２６年度尼崎市水道事業会計決算について 

平成２６年度尼崎市工業用水道事業会計決算について 

平成２６年度尼崎市自動車運送事業会計決算について 

平成２６年度尼崎市下水道事業会計決算について 

内       容 

 概要                            （単位：千円） 

区  分 水 道 事 業 
工 業 用 

水 道 事 業 

自 動 車 

運 送 事 業 
下 水 道 事 業 

収益   9,411,063 1,739,949 2,622,539 12,451,955 

費用   8,325,084 1,487,960 2,565,839 10,937,204 

経

常

損

益 差引 ① 1,085,979 251,989 56,700 1,514,751 

利益   63,709 390,731 256,847 7,628 

損失   180,789 158,991 138,376 906,134 

特

別

損

益 差引 ② △ 117,080 231,740 118,471 △ 898,506 

収

益

的

収

支

（

税

抜

） 純利益 ①＋② 968,899 483,729 175,171 616,245 

収 入     431,129 59,719 2,136 4,774,935 

支 出     3,137,045 658,424 8,369 9,657,750 

資

本

的

収

支 差 引    ③ △ 2,705,916 △ 598,705 △ 6,233 △ 4,882,815 

補 て ん 財 源 等 ④ 2,397,288 1,953,169 290,596 4,330,706 

 年 間 ③＋④ △ 308,628 1,354,464 284,363 △ 552,109 資
金
収
支 累 計     6,490,958 6,606,374 27,938 4,868,438 
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（議案説明資料） 

＜平成２７年９月定例会＞ 

種 別 予算 番 号 議案第８９号 所 管 各事業所管課 

件 名 平成２７年度尼崎市一般会計補正予算（第３号） 

内       容 

１ 補正予算の規模 

（単位：千円） 

現在予算額 補正予算額 補正後予算額 

208,701,540 △269,814 208,431,726 

 

２ 歳入歳出補正予算額 

（単位：千円） 

歳   入 歳   出 

款 補正予算額 款 補正予算額 

国庫支出金 10,000 総務費 184,000 

繰入金 △554,917 民生費 14,363 

繰越金 93,000 商工費 10,000 

諸収入 9,203 土木費 △659,187 

市債 172,900 教育費 181,010 

合  計 △269,814 合  計 △269,814 

 

３ 債務負担行為 

  変更                           （単位：千円） 

補 正 前 補 正 後 
事 項 

期 間 限度額 期 間 限度額 

小学校施設 

耐震化事業 
平成28年度 127,900 平成28年度 215,500 

 

４ 補正予算の内容 

  国の経済対策による「地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金」を活用し、地

方創生に資する事業を実施するほか、公共用地先行取得事業費会計における不動産売

払収入等の増額に伴い、同会計への繰出金を減額する。費目別事業概要は別紙のとお

り。 
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別 紙 

 

 

費目別事業概要 

 

総務費 184,000千円 

  

公共施設マネジメント推進事業費 

公共施設マネジメントの取組促進に資するため、旧耐震基準の

市有建築物の敷地について、市場価値等の調査を行う。 

10,000千円 

  

財政調整基金積立金 

平成26年度決算剰余金の2分の1相当額の積立を行う。 

93,000千円 

  

まち情報発信事業費 

  外国人観光客に本市の魅力を発信するため、案内冊子を作成す

る。 

3,000千円 

  

 市税還付金、還付加算金等 

  過年度に収入した市税額に減額の事由が生じたため、還付を行

う。 

78,000千円 

  

民生費 14,363千円 

  

保育環境改善事業費 

 民間移管した浜保育園の外壁改修工事について、アスベスト対

応に係る工事関連経費相当分の補助を行う。 

14,363千円 

  

商工費 10,000千円 

  

中小企業エコ活動総合支援事業費 

  環境モデル都市アクションプランの推進に寄与するため、省エ

ネ設備導入補助を増額する。 

10,000千円 

  

土木費 △659,187千円 

  

公共用地先行取得事業費会計繰出金 

公共用地先行取得事業費会計において不動産売払収入等が増額

となることに伴い、一般会計から同会計への繰出金を減額す

る。 

△659,187千円 
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別 紙 

 

 

教育費 181,010千円 

  

学校適正規模・適正配置推進事業費（小学校） 

 難波の梅小学校改築工事について、インフレスライド条項の適

用に伴い契約金額を増額する。 

58,191千円 

  

学校施設耐震化事業費（小学校） 

 名和小学校他７校の耐震化工事（改築・補強）について、イン

フレスライド条項の適用等に伴い契約金額を増額する。 

83,728千円 

  

学校施設耐震化事業費（中学校） 

 塚口中学校・園田中学校の耐震化工事（改築・補強）につい

て、インフレスライド条項の適用に伴い契約金額を増額する。 

31,591千円 

  

復元住居修復体験学習事業費 

 市民等ボランティアを募り、復元住居の修復体験学習事業を実

施する。 

7,500千円 
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（議案説明資料） 

＜平成２７年９月定例会＞ 

種 別 予算 番 号 議案第９０号 所 管 地方卸売市場 

件 名 平成２７年度尼崎市特別会計地方卸売市場事業費補正予算（第１号） 

内       容 

１ 補正予算の規模 

（単位：千円） 

現在予算額 補正予算額 補正後予算額 

429,393 △23,586 405,807 

 

２ 歳入歳出補正予算額 

（単位：千円） 

歳   入 歳   出 

款 補正予算額 款 補正予算額 

使用料及び手数料 12,012 地方市場費 △23,586 

繰越金 △79,740   

諸収入 44,142   

合  計 △23,586 合  計 △23,586 

 

３ 補正予算の内容 

   地方市場費 

  ・ 市場活性化事業費                  ３，５９１千円 

    市場の更なる活性化を図るため、青果物に係る主要産地への出荷要請を行 

   うとともに、市場フェスティバルを実施する。 

  ・ 卸売業務関係事業費               △２７，１７７千円 

    卸売業者の入場に伴い、市の卸売代行業務が不要となることから、当該業 

   務に係る委託料を減額する。 
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（議案説明資料） 

＜平成２７年９月定例会＞ 

種 別 予算 番 号 議案第９１号 所 管 
都市整備局企画管理課、公

園計画・２１世紀の森担当 

件 名 平成２７年度尼崎市特別会計公共用地先行取得事業費補正予算（第１号） 

内       容 

１ 補正予算の規模 

（単位：千円） 

現在予算額 補正予算額 補正後予算額 

3,647,482 0 3,647,482 

 

２ 歳入歳出補正予算額 

（単位：千円） 

歳   入 歳   出 

款 補正予算額 款 補正予算額 

財産収入 636,595   

繰入金 △659,187   

諸収入 22,592   

合  計 0 合  計 0 

 

３ 補正予算の内容 

  不動産の売払による財産収入の増額及びそれに伴う一般会計からの繰入金の 

 減額等を行う。 
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（議案説明資料） 

＜平成２７年９月定例会＞ 

種 別 予算 番 号 議案第９２号 所 管 介護保険事業担当 

件 名 平成２７年度尼崎市特別会計介護保険事業費補正予算（第２号） 

内       容 

１ 補正予算の規模 

（単位：千円） 

現在予算額 補正予算額 補正後予算額 

37,568,376 263,604 37,831,980 

 

２ 歳入歳出補正予算額 

（単位：千円） 

歳   入 歳   出 

款 補正予算額 款 補正予算額 

繰越金 263,604 諸支出金 263,604 

合  計 263,604 合  計 263,604 

 

３ 補正予算の内容 

   諸支出金 

  ・ 支払基金交付金等返還金            ２６３，６０４千円 

    平成２６年度における国庫支出金、支払基金交付金及び県支出金の確定差額を

増額する。 
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（議案説明資料） 

＜平成２７年９月定例会＞ 

種 別 予算 番 号 議案第９３号 所 管 交通局経営企画課 

件 名 平成２７年度尼崎市自動車運送事業会計補正予算（第１号） 

内       容 

１ 補正理由 

 交通局における今年度の自動車運転手等の不足を解消するため、また、円滑な民間

移譲に向け、交渉権者である阪神バス㈱の路線習得等を図るため、労働者派遣事業の

適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和６０年法律第８８号）

に基づき、阪神バス㈱からの労働者派遣を実施している。 

しかしながら、今なお、自動車運転手の不足が生じていることから、同社からの派

遣労働者を増員し、派遣に係る物件費の増額を行う一方、当初予算に計上している自

動車運転手等の人件費の減額を行うため、補正予算を編成するもの。 

 

２ 補正予算の内容 

収益的収入及び支出 

○ 支出                         （単位：千円） 

 既決予定額 補正予定額 計 

第１款 自動車運送事業費用 2,804,875 △12,498 2,792,377 

 第１項 営業費用 2,768,344 △12,498 2,755,846 
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（議案説明資料） 

＜平成２７年９月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第９４号 所 管 給与課、職員課 

件 名 
尼崎市職員退職手当支給条例及び尼崎市教育職員の退職手当に関する条例の

一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律

（平成２４年法律第６３号。以下「改正法」という。）の制定により、引用する法律

が改正されるため、所要の整備を行う。 

 

２ 改正内容 

  条例中、改正法により削除されることになる地方公務員等共済組合法の規定を引用

している部分について、同様の内容を規定している厚生年金保険法からの引用に改め

る他、所要の文言整備を行う。 

 

３ 施行期日 

  公布の日 
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尼崎市職員退職手当支給条例（第１号関係） 

改正後 現 行 

（自己の都合による退職等の場合の退職手当の

基本額） 

第２条 １ 略 

２ 前項に規定する者のうち、傷病（厚生年金

保険法（昭和２９年法律第１１５号）第４７

条第２項に規定する障害等級に該当する程度

の障害の状態にある傷病をいう。以下同じ。）

又は死亡によらず、その者の都合により退職

した者（第１２条第１項各号に掲げる者を含

む。）に対する退職手当の基本額は、その者が

次の各号に掲げる者に該当するときは、前項

の規定にかかわらず、同項の規定により計算

した額に当該各号に定める割合を乗じて得た

額とする。 

 ～  略 

 

 

 

（自己の都合による退職等の場合の退職手当の

基本額） 

第２条 １ 略 

２ 前項に規定する者のうち、傷病（地方公務

員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）

第８４条第２項に規定する障害等級に該当す

る程度の障害の状態にある傷病とする。以下

同じ。）又は死亡によらず、その者の都合によ

り退職した者（第１２条第１項各号に掲げる

者を含む。）に対する退職手当の基本額は、そ

の者が次の各号に掲げる者に該当するとき

は、前項の規定にかかわらず、同項の規定に

より計算した額に当該各号に定める割合を乗

じて得た額とする。 

 ～  略 
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尼崎市教育職員の退職手当に関する条例（第２号関係） 

改正後 現 行 

（自己の都合による退職等の場合の退職手当の 

基本額） 

第３条 １ 略 

２ 前項に規定する者のうち、傷病（厚生年金

保険法（昭和２９年法律第１１５号）第４７

条第２項に規定する障害等級に該当する程度

の障害の状態にある傷病をいう。以下同じ。）

又は死亡によらず、その者の都合により退職

した者（第１２条第１項各号に掲げる者を含

む。）に対する退職手当の基本額は、その者が

次の各号に掲げる者に該当するときは、前項

の規定にかかわらず、同項の規定により計算

した額に当該各号に定める割合を乗じて得た

額とする。 

 ～  略 

 

（自己の都合による退職等の場合の退職手当の 

基本額） 

第３条 １ 略 

２ 前項に規定する者のうち、傷病（地方公務

員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）

第８４条第２項に規定する障害等級に該当す

る程度の障害の状態にある傷病とする。以下

同じ。）又は死亡によらず、その者の都合によ

り退職した者（第１２条第１項各号に掲げる

者を含む。）に対する退職手当の基本額は、そ

の者が次の各号に掲げる者に該当するとき

は、前項の規定にかかわらず、同項の規定に

より計算した額に当該各号に定める割合を乗

じて得た額とする。 

 ～  略 
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（議案説明資料） 

＜平成２７年９月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第９５号 所 管 学校計画担当 

件 名 尼崎市立学校の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

 学校の適正規模化を図り、良好な教育環境を創出することを目的として、若葉小学

校と西小学校を、若草中学校と小田南中学校を統合し、わかば西小学校と小田中学校

を設置するとともに、啓明中学校を大庄中学校に統合するほか、旧北難波小学校の位

置に建設している新校舎完成に伴い、難波の梅小学校を移転するため条例改正を行

う。 

 

２ 改正内容 

  若葉小学校と西小学校、若草中学校と小田南中学校、啓明中学校と大庄中学校の

統合に伴い別表中の項について削除及び追加する。 

削 除 追 加 

若葉小学校の項 

西小学校の項 

わかば西小学校の項 

（現若葉小学校の位置） 

若草中学校の項 

小田南中学校の項 

小田中学校の項 

（現若草中学校の位置） 

啓明中学校の項 ― 

※ 啓明中学校は大庄中学校の位置で大庄中学校と統合し、名称については大庄

中学校とする。 

なお、わかば西小学校及び小田中学校の位置については、西小学校及び小田南中 

学校に新校舎を建設予定ではあるが、当初は若葉小学校及び若草中学校を仮校舎と

するため、若葉小学校及び若草中学校の位置とする。 

 

  旧梅香小学校の位置としている難波の梅小学校の位置を、旧北難波小学校の位

置に建設中の新校舎完成に伴い、旧北難波小学校の位置へ変更する。 

 

３ 施行期日 

平成２８年４月１日 
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尼崎市立学校の設置及び管理に関する条例 

改正後 現 行 

別表 

名  称 位  置 

小学校 

尼崎市立明城小学校 

 

尼崎市立難波小学校 

 

尼崎市立難波の梅小

学校 

 

尼崎市立成徳小学校 

 

尼崎市立わかば西小

学校 

 

 

尼崎市立大島小学校 

 

 

中学校 

 

尼崎市立日新中学校 

 

尼崎市立小田中学校 

 

 

 

 

尼崎市立大庄中学校 

 

尼崎市立大庄北中学

校 

削る 

 

尼崎市立立花中学校 

 

尼崎市南城内１０番

地の１ 

尼崎市東難波町４丁

目３番４０号 

尼崎市西難波町６丁

目１４番５７号 

 

尼崎市蓬川町３０２

番地の２ 

尼崎市道意町６丁目

６番地の３ 

 

 

尼崎市稲葉荘２丁目

１０番７号 

 

 

 

尼崎市東七松町２丁

目１番４４号 

尼崎市西川１丁目１

１番１号 

 

 

 

尼崎市菜切山町３７

番地の１ 

尼崎市大庄北１丁目

８番１号 

削る 

 

尼崎市上ノ島町３丁

目１番１号 
 

別表 

名  称 位  置 

小学校 

尼崎市立明城小学校 

 

尼崎市立難波小学校 

 

尼崎市立難波の梅小

学校 

 

尼崎市立成徳小学校 

 

尼崎市立若葉小学校 

 

尼崎市立西小学校 

 

尼崎市立大島小学校 

 

 

中学校 

 

尼崎市立日新中学校 

 

尼崎市立小田南中学

校 

尼崎市立若草中学校 

 

 

尼崎市立大庄中学校 

 

尼崎市立大庄北中学

校 

尼崎市立啓明中学校 

 

尼崎市立立花中学校 

 

 

尼崎市南城内１０番

地の１ 

尼崎市東難波町４丁

目３番４０号 

尼崎市東難波町２丁

目１４番４４号 

 

尼崎市蓬川町３０２

番地の２ 

尼崎市道意町６丁目

６番地の３ 

尼崎市武庫川町１丁

目２５番地 

尼崎市稲葉荘２丁目

１０番７号 

 

 

 

尼崎市東七松町２丁

目１番４４号 

尼崎市長洲中通１丁

目１０番１号 

尼崎市西川１丁目１

１番１号 

 

尼崎市菜切山町３７

番地の１ 

尼崎市大庄北１丁目

８番１号 

尼崎市大庄西町４丁

目４番１号 

尼崎市上ノ島町３丁

目１番１号 
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（議案説明資料） 

＜平成２７年９月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第９６号 所 管 教育相談・特別支援担当 

件 名 尼崎市障害児就学指導委員会条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

学校教育法施行令の一部を改正する政令（平成２５年政令第２４４号）の施行によ

り、障害のある児童生徒の就学先を決定する仕組み等が整備された。 

この改正に伴う文部科学省からの通知において、就学指導委員会については、早期

からの教育相談・支援や就学先決定時のみならず、その後の一貫した支援についても

助言を行うという観点から機能の拡充を図るとともに、教育支援委員会のような名称

とすることが適当であるとされたため、当該委員会の名称変更及び就学後の教育上必

要な支援について調査審議対象とするなど所要の整備を行うもの。 

 

２ 主な改正内容 

第１条関係 

  題名の変更  

当該委員会の名称を「尼崎市教育支援委員会」に改め、本条例の題名を変更する。 

 

  運営方法等 

障害のある児童生徒に対する就学後の教育上必要な支援を調査審議対象とする。 

 

３ 施行期日 

  公布の日 
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尼崎市障害児就学指導委員会条例 

改正後 現 行 

（設置） 

第１条 心身に障害を有する児童及び生徒の学

校教育法（昭和２２年法律第２６号）に規定

する小学校、中学校、中等教育学校の前期課

程又は特別支援学校の小学部若しくは中学部

への適切な就学並びに当該児童及び生徒に対

する就学後の教育上必要な支援に関する事項

を調査審議させるため、尼崎市教育委員会（以

下「教育委員会」という。）の付属機関として、

尼崎市教育支援委員会（以下「委員会」とい

う。）を置く。 

（組織） 

第２条 委員会は、委員１６人以内で組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから教

育委員会が委嘱し、又は任命する。 

  学識経験者 

  医師 

  校長 

  教員 

  児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）

第７条第１項に規定する児童福祉施設の職

員 

（任期） 

第３条 委員の任期は、２年とする。ただし、

再任することを妨げない。 

２ 委員の辞任等により後任の委員を委嘱し、

又は任命する場合における当該後任の委員の

任期は、前任の委員の残任期間とする。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により

定める。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理す

る。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事

故があるとき又は委員長が欠けたときは、そ

（設置） 

第１条 心身に障害を有する児童及び生徒の義

務教育諸学校への適正な就学指導を行うため

に必要な事項を調査審議するため、尼崎市教

育委員会（以下「教育委員会」という。）の付

属機関として、尼崎市障害児就学指導委員会

（以下「委員会」という。）を置く。 

 

 

 

 

（組織） 

第２条 委員会は、委員１６人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから教育委員

会が委嘱し、又は任命する。 

  学識経験者 

  医師 

  校長及び教員 

  児童福祉施設の職員 

 

 

 

（任期） 

第３条 委員の任期は、２年とする。ただし、

再任することを妨げない。 

２ 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により

定める。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理す

る。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事

故があるとき、又は委員長が欠けたときは、
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の職務を代理する。 

（招集） 

第５条 委員会は、委員長が招集し、会議の議

長となる。 

（会議） 

第６条 委員会は、委員の半数以上が出席しな

ければ、会議を開くことができない。 

２ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で

これを決し、可否同数のときは、委員長の決

するところによる。 

（部会） 

第７条 委員会は、その所掌事項を分掌させる

ため、部会を置くことができる。 

２ 部会は、委員長が指名する委員で組織する。 

３ 部会に部会長を置き、部会長は、その部会

に属する委員のうちから委員長が指名する。 

４ 第４条第３項及び前２条の規定は、部会に

ついて準用する。この場合において、前条第

1項中｢、委員｣とあるのは｢、部会に属する委

員｣と、同条第２項中｢委員の｣とあるのは｢部

会に属する委員の｣と読み替えるものとする。 

（意見の聴取等） 

第８条 委員会及び部会は、必要があると認め

るときは、委員以外の者を会議に出席させて

意見を聴き、又は必要な説明若しくは資料の

提出を求めることができる。 

（幹事） 

第９条 委員会に幹事２０人以内を置く。 

２ 幹事は、教員及び本市関係職員のうちから

教育委員会が委嘱し、又は任命する。 

 

３ 幹事は、委員を補佐して、担任事務を処理

し、又は会務に従事する。 

（委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、委員

会の運営について必要な事項は、委員長が委

員会に諮って定める。 

その職務を代理する。 

（招集） 

第５条 委員会は、委員長が招集し、会議の議

長となる。 

（会議） 

第６条 委員会は、委員の過半数が出席しなけ

れば、会議を開くことができない。 

２ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で

これを決し、可否同数のときは、委員長の決

するところによる。 

（部会） 

第７条 委員会は、その所掌事項を分掌させる

ため、心身の障害の種類ごとに部会を置く。 

２ 部会は、委員長の指名する委員で組織する。 

３ 部会に部会長を置き、部会長は、部会に属

する委員の互選により定める。 

４ 第４条第３項、第５条及び前条の規定は、

部会について準用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（幹事） 

第８条 委員会に幹事若干人を置く。 

２ 幹事は、教員及び教育委員会の事務部局の

職員のうちから教育委員会が委嘱し、又は任

命する。 

３ 幹事は、委員を補佐して担任事務を処理し、

又は会務に従事する。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、委員会

の運営について必要な事項は、教育委員会が

定める。 
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（議案説明資料） 

＜平成２７年９月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第９７号 所 管 学校保健課 

件 名 尼崎市立中学校給食検討委員会条例について 

内       容 

１ 制定理由 

  本市が設置する中学校において給食を実施するにあたり、実施方法その他当該給食

の実施に関する重要な事項を調査審議する必要があり、地方自治法第１３８条の４第

３項の規定による付属機関として、尼崎市立中学校給食検討委員会を設置するため、

条例を制定する。 

   

２ 主な制定内容 

  設置（第１条関係） 

本市が設置する中学校における給食の実施方法その他当該給食の実施に関する

重要な事項を調査審議させるため、教育委員会の付属機関として、尼崎市立中学校

給食検討委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

 

   組織（第２条関係）  

 ア 委員会は、委員１１人以内で組織する。 

 イ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱する。 

   (ア) 学識経験者 

    (イ) 児童及び生徒の保護者の代表者 

    (ウ) 校長 

    (エ) 教員 

(オ) 市民の代表者  

  ウ 委員は、給食の実施方法等の調査審議が終了したときは、解嘱されるものとす

る。 

 

   その他（付則関係） 

   委員会における調査審議は平成２８年度に終了し、本委員会の役割も終えること

から、この条例は平成２９年３月３１日限り、その効力を失うものとする。 

 

３ 施行期日 

  公布の日 
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（議案説明資料） 

 

＜平成２７年９月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第９８号 所 管 福祉課 

件 名 尼崎市乗合自動車特別乗車証交付条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

  尼崎市自動車運送事業の民営化の後、障害者等特別乗車証制度については、現行制

度の内容を維持することから、移譲路線及び尼崎交通事業振興㈱等が運行する路線に

おいて、引き続き特別乗車証の利用が可能となるよう本条例の一部を改正する。 

  また、併せて市営バスから民間バスへの制度移行期における現行の特別乗車証等の

利用に係る規定の整備を行う。 

 

２ 主な改正内容 

   規則で定める日（民間移譲日）から平成２８年３月末日について（第１条） 

   移譲路線及び尼崎交通事業振興㈱等が運行する路線において、現行の特別乗車証

制度について、移譲日以前と同様の運用が可能となるよう規定の整備を行う。 

 

   平成２８年４月１日以降について（第２条） 

   第１種及び第２種の高齢者特別乗車証については、新たに制定する条例に基づく

制度となることから、これら高齢者特別乗車証に係る規定の削除及び、その他所要

の文言整理を行う。 

 

  経過措置について（付則第２項から第１１項） 

   平成２７年度中に交付された第１種特別乗車証で、改正条例施行後も有効期間が

残るものについて、引き続き同様の利用が可能となるよう規定の整備を行う。 

また、円滑な制度移行を図るために交付する特例第１種特別乗車証に係る規定の

整備を行う。 

 

３ 施行期日 

  平成２８年４月１日。 

ただし、次の各号に掲げる規定については、当該各号に定める日。 

   付則第１１項の規定 公布の日 

  第１条の規定 規則で定める日 

  付則第４項から第９項までの規定 平成２８年１０月１日 
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尼崎市乗合自動車特別乗車証交付条例（第１条関係） 

改正後 現 行 

（特別乗車証による乗合自動車への乗車） 

第４条 次条の規定により第１種特別乗車証

又は第４種特別乗車証の交付を受けた者

は、事業者（道路運送法（昭和２６年法律

第１８３号）第９条第１項に規定する一般

乗合旅客自動車運送事業者で規則で定める

ものをいう。以下同じ。）が定める運賃（以

下「運賃」という。）を支払わず、又は事

業者がその使用を認める乗車券（以下「乗

車券」という。）を使用せずに事業者が運

行する乗合自動車で規則で定めるもの（以

下「乗合自動車」という。）を利用するこ

とができる。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 次条の規定により第２種特別乗車証の交

付を受けた者（以下「第２種特別乗車証被

交付者」という。）は、１１０円を支払う

ことにより、その他の運賃を支払わず、又

は乗車券を使用せずに乗合自動車を利用す

ることができる。 

 

 

 

 

３ 第２種特別乗車証被交付者は、２５０円

を支払い、乗合自動車の乗務員から、その

支払と引換えに交付される証書で市長が指

定するもの（以下「１日乗車利用証」とい

う。）の交付を受けることにより、その他

の運賃を支払わず、又は乗車券を使用せず

（特別乗車証による乗合自動車への乗車） 

第４条 第１種特別乗車証又は第４種特別乗

車証の交付を受けた者は、尼崎市乗合自動

車乗車料条例（昭和３０年尼崎市条例第１

７号。以下「乗車料条例」という。）の規

定による乗車料若しくは本市以外の一般乗

合旅客自動車運送事業者（道路運送法（昭

和２６年法律第１８３号）第９条第１項に

規定する一般乗合旅客自動車運送事業者を

いう。）で規則で定めるもの（以下「外部

事業者」という。）が定める運賃（以下「乗

車料等」という。）を支払わず、又は乗車

料条例の規定による乗車券若しくは外部事

業者がその使用を認める乗車券（以下これ

らを「乗車券」という。）を使用せずに本

市の乗合自動車（外部事業者の乗合自動車

で規則で定めるもの（以下「外部乗合自動

車」という。）を含む。以下「乗合自動車」

という。）に乗車することができる。 

 

２ 第２種特別乗車証の交付を受けた者（以

下「第２種特別乗車証被交付者」という。）

は、乗車料条例第３条第１項第１号アに定

める額の２分の１に相当する額（その額に

１０円未満の端数があるときは、これを１

０円に切り上げる。）を支払うことにより、

その他の乗車料等を支払わず、又は乗車券

を使用せずに乗合自動車に乗車することが

できる。 

 

３ 第２種特別乗車証被交付者は、乗車料条

例第３条第１項第２号アに定める額の２分

の１に相当する額（その額に１０円未満の

端数があるときは、これを１０円に切り上

げる。）を支払い、乗合自動車の乗務員か

ら、その支払と引換えに交付される証書で
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に当該乗合自動車を利用することができる

ほか、その支払をした日において運賃を支

払わず、又は乗車券を使用せずにその他の

乗合自動車を利用することができる。 

 

 

 

 

 

４ 次条の規定により第３種特別乗車証の交

付を受けた者は、その介護人（規則で定め

る者に限る。）とともに、運賃を支払わず、

又は乗車券を使用せずに乗合自動車を利用

することができる。 

 

（交付対象者） 

第５条 次の各号に掲げる者は、当該各号に

定める特別乗車証の交付を受けることがで

きる。ただし、規則で定める者については、

この限りでない。 

  高齢者 第１種特別乗車証又は第２種

特別乗車証 

  身体障害者、知的障害者又は精神障害

者（以下「身体障害者等」という。）で、

その障害の程度が重度である者として規

則で定めるもの 第３種特別乗車証 

  身体障害者等及び原子爆弾被爆者 第

４種特別乗車証 

削る 

 

 

 

（交付の申請等） 

第６条 前条の規定により特別乗車証の交付

を受けようとする者は、規則で定めるところ

により、市長に申請しなければならない。 

 

（提示義務） 

市長が指定するもの（以下「１日乗車利用

証」という。）の交付を受けることにより、

その他の乗車料等を支払わず、又は乗車券

を使用せずに当該乗合自動車に乗車するこ

とができるほか、その支払をした日におい

て乗車料等を支払わず、又は乗車券を使用

せずにその他の乗合自動車に乗車すること

ができる。 

 

４ 第３種特別乗車証の交付を受けた者は、

その介護人（規則で定める者に限る。）と

ともに、乗車料等を支払わず、又は乗車券

を使用せずに乗合自動車に乗車することが

できる。 

 

（交付対象者） 

第５条 次の各号に掲げる者は、この条例の

規定により、当該各号に定める特別乗車証

の交付を受けることができる。 

  高齢者 第１種特別乗車証又は第２種

特別乗車証 

  身体障害者、知的障害者又は精神障害

者（以下「身体障害者等」という。）で、

その障害の程度が重度である者として規

則で定めるもの 第３種特別乗車証 

  身体障害者等及び原子爆弾被爆者 第

４種特別乗車証 

 

２ 前項の規定にかかわらず、規則で定める

者は、この条例の規定による特別乗車証の

交付を受けることができない。 

 

（交付の申請等） 

第６条 特別乗車証の交付を受けようとする

者は、規則で定めるところにより、市長に申

請しなければならない。 

 

（提示義務） 
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第７条 第５条の規定により特別乗車証の交

付を受けた者（以下「被交付者」という。）

は、その交付を受けた特別乗車証を使用し

て乗合自動車を利用するときは、当該乗合

自動車の乗務員に当該特別乗車証を提示し

なければならない。当該乗合自動車の乗務

員から特別乗車証の提示を求められたとき

も、同様とする。 

 

 

 

 

 

 

 

２ １日乗車利用証の交付を受けた第２種特

別乗車証被交付者は、当該１日乗車利用証

を使用して乗合自動車を利用するときは、

当該乗合自動車の乗務員にその第２種特別

乗車証及び１日乗車利用証（以下「第２種

特別乗車証等」という。）を提示しなけれ

ばならない。当該乗合自動車の乗務員から

第２種特別乗車証等の提示を求められたと

きも、同様とする。 

 

 

 

 

 

（特別乗車証等の返還） 

第１０条 被交付者は、第５条の規定により

特別乗車証の交付を受けることができる者

でなくなった場合その他規則で定める場合

は、速やかに、その保有する特別乗車証を

市長に返還しなければならない。 

２ 市長は、第８条の規定に違反した者、偽

りその他不正の手段により特別乗車証若し

くは１日乗車利用証（以下「特別乗車証等」

第７条 特別乗車証の交付を受けた者（以下

「被交付者」という。）は、その交付を受

けた特別乗車証により、乗合自動車（外部

乗合自動車のうち規則で定めるもの（以下

「特定外部乗合自動車」という。）を除く。

以下この条において同じ。）に乗車しよう

とするときは当該乗合自動車の乗務員に、

特定外部乗合自動車に乗車して、当該特定

外部乗合自動車から降車しようとするとき

は当該特定外部乗合自動車の乗務員に当該

特別乗車証を提示しなければならない。当

該乗合自動車又は特定外部乗合自動車の乗

務員から特別乗車証の提示を求められたと

きも、同様とする。 

 

２ １日乗車利用証の交付を受けた第２種特

別乗車証被交付者は、当該１日乗車利用証

により、乗合自動車に乗車しようとすると

きは当該乗合自動車の乗務員に、特定外部

乗合自動車に乗車して、当該特定外部乗合

自動車から降車しようとするときは当該特

定外部乗合自動車の乗務員にその第２種特

別乗車証及び１日乗車利用証（以下「第２

種特別乗車証等」という。）を提示しなけ

ればならない。当該乗合自動車又は特定外

部乗合自動車の乗務員から第２種特別乗車

証等の提示を求められたときも、同様とす

る。 

 

（特別乗車証等の返還） 

第１０条 被交付者は、第５条第１項各号に

掲げる者でなくなった場合その他規則で定

める場合は、速やかに、その交付を受けた

特別乗車証を市長に返還しなければならな

い。 

２ 市長は、第８条の規定に違反した者、偽

りその他不正の手段により特別乗車証若し

くは１日乗車利用証（以下「特別乗車証等」
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という。）の交付を受けた者又は特別乗車

証等を不正に使用した者に対し、その保有

する特別乗車証等の返還を求めることがで

きる。 

という。）の交付を受けた者又は特別乗車

証等を不正に使用した者に対し、これらの

特別乗車証等の返還を求めることができ

る。 
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尼崎市乗合自動車特別乗車証交付条例（第２条関係） 

改正後 現 行 

（この条例の目的） 

第１条 この条例は、身体障害者、知的障害

者、精神障害者及び原子爆弾被爆者に対し、

乗合自動車特別乗車証（以下「特別乗車証」

という。）を交付することにより、これら

の者の社会参加を支援し、もってその福祉

の増進を図ることを目的とする。 

 

 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

（削る） 

 

 

  身体障害者 身体障害者福祉法（昭和

２４年法律第２８３号）第１５条第４項

の規定による身体障害者手帳の交付を受

けている者のうちその障害の程度が身体

障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生

省令第１５号）別表第５号に掲げる１級

から４級までのいずれかに該当する旨の

記載がある者で、市内に居住するものを

いう。 

  知的障害者 兵庫県知事から療育手帳

（児童福祉法（昭和２２年法律第１６４

号）第１２条第１項に規定する児童相談

所又は知的障害者福祉法（昭和３５年法

律第３７号）第９条第６項に規定する知

的障害者更生相談所において知的障害が

あると判定された者に対して支給される

手帳で、その者の障害の程度その他の事

項の記載があるものをいう。）の交付を

受けている者その他知的障害があると認

められる者として規則で定める者で、市

（この条例の目的） 

第１条 この条例は、高齢者、身体障害者、

知的障害者、精神障害者及び原子爆弾被爆

者に対し、乗合自動車特別乗車証（以下「特

別乗車証」という。）を交付することによ

り、これらの者の社会参加を支援し、もっ

てその福祉の増進を図ることを目的とす

る。 

 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

  高齢者 ７０歳に達する日の翌日の属

する月の初日以後にある者で、引き続き

１年以上市内に居住するものをいう。 

  身体障害者 身体障害者福祉法（昭和

２４年法律第２８３号）第１５条第４項

の規定による身体障害者手帳の交付を受

けている者のうちその障害の程度が身体

障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生

省令第１５号）別表第５号に掲げる１級

から４級までのいずれかに該当する旨の

記載がある者で、市内に居住するものを

いう。 

  知的障害者 兵庫県知事から療育手帳

（児童福祉法（昭和２２年法律第１６４

号）第１２条第１項に規定する児童相談

所又は知的障害者福祉法（昭和３５年法

律第３７号）第９条第６項に規定する知

的障害者更生相談所において知的障害が

あると判定された者に対して支給される

手帳で、その者の障害の程度その他の事

項の記載があるものをいう。）の交付を

受けている者その他知的障害があると認

められる者として規則で定める者で、市

40



 

 

内に居住するものをいう。 

  精神障害者 精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律（昭和２５年法律第１

２３号）第４５条第２項の規定による精

神障害者保健福祉手帳の交付を受けてい

る者で、市内に居住するものをいう。 

  原子爆弾被爆者 原子爆弾被爆者に対

する援護に関する法律（平成６年法律第

１１７号）第２条第３項の規定による被

爆者健康手帳の交付を受けている者で、

市内に居住するものをいう。 

 

（種類） 

第３条 特別乗車証の種類は、単独用特別乗

車証及び介護人付特別乗車証とする。 

 

 

（特別乗車証による乗合自動車への乗車） 

第４条 次条の規定により単独用特別乗車証

の交付を受けた者は、事業者（道路運送法

（昭和２６年法律第１８３号）第９条第１

項に規定する一般乗合旅客自動車運送事業

者で規則で定めるものをいう。以下同じ。）

が定める運賃（以下「運賃」という。）を

支払わず、又は事業者がその使用を認める

乗車券（以下「乗車券」という。）を使用

せずに事業者の乗合自動車で規則で定める

もの（以下「乗合自動車」という。）を利

用することができる。 

 

削る 

 

 

 

 

 

削る 

 

内に居住するものをいう。 

  精神障害者 精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律（昭和２５年法律第１

２３号）第４５条第２項の規定による精

神障害者保健福祉手帳の交付を受けてい

る者で、市内に居住するものをいう。 

  原子爆弾被爆者 原子爆弾被爆者に対

する援護に関する法律（平成６年法律第

１１７号）第２条第３項の規定による被

爆者健康手帳の交付を受けている者で、

市内に居住するものをいう。 

 

（種類） 

第３条 特別乗車証の種類は、第１種特別乗

車証、第２種特別乗車証、第３種特別乗車

証及び第４種特別乗車証とする。 

 

（特別乗車証による乗合自動車への乗車） 

第４条 次条の規定により第１種特別乗車証

又は第４種特別乗車証の交付を受けた者

は、事業者（道路運送法（昭和２６年法律

第１８３号）第９条第１項に規定する一般

乗合旅客自動車運送事業者で規則で定める

ものをいう。以下同じ。）が定める運賃（以

下「運賃」という。）を支払わず、又は事

業者がその使用を認める乗車券（以下「乗

車券」という。）を使用せずに事業者の乗

合自動車で規則で定めるもの（以下「乗合

自動車」という。）を利用することができ

る。 

２ 次条の規定により第２種特別乗車証の交

付を受けた者（以下「第２種特別乗車証被

交付者」という。）は、１１０円を支払う

ことにより、その他の運賃を支払わず、又

は乗車券を使用せずに乗合自動車を利用す

ることができる。 

３ 第２種特別乗車証被交付者は、２５０円

を支払い、乗合自動車の乗務員から、その
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２ 次条の規定により介護人付特別乗車証の

交付を受けた者は、その介護人（規則で定

める者に限る。）とともに、運賃を支払わ

ず、又は乗車券を使用せずに乗合自動車を

利用することができる。 

 

（交付対象者） 

第５条 次に掲げる者は、当該号に定める特

別乗車証の交付を受けることができる。た

だし、規則で定める者については、この限

りでない。 

  身体障害者、知的障害者、精神障害者

及び原子爆弾被爆者 単独用特別乗車証 

  身体障害者、知的障害者又は精神障害

者で、その障害の程度が重度である者と

して規則で定めるもの 介護人付特別乗

車証 

 

 

 

（交付の申請） 

第６条 前条の規定により特別乗車証の交付

を受けようとする者は、規則で定めるとこ

ろにより、市長に申請しなければならない。

ただし、規則で定める者については、この

限りでない。 

削る 

 

 

 

支払と引換えに交付される証書で市長が指

定するもの（以下「１日乗車利用証」とい

う。）の交付を受けることにより、その他

の運賃を支払わず、又は乗車券を使用せず

に当該乗合自動車を利用することができる

ほか、その支払をした日において運賃を支

払わず、又は乗車券を使用せずにその他の

乗合自動車を利用することができる。 

４ 次条の規定により第３種特別乗車証の交

付を受けた者は、その介護人（規則で定め

る者に限る。）とともに、運賃を支払わず、

又は乗車券を使用せずに乗合自動車を利用

することができる。 

 

（交付対象者） 

第５条 次の各号に掲げる者は、当該各号に

定める特別乗車証の交付を受けることがで

きる。ただし、規則で定める者については、

この限りでない。 

  高齢者 第１種特別乗車証又は第２種

特別乗車証 

  身体障害者、知的障害者又は精神障害

者（以下「身体障害者等」という。）で、

その障害の程度が重度である者として規

則で定めるもの 第３種特別乗車証 

  身体障害者等及び原子爆弾被爆者 第

４種特別乗車証 

 

（交付の申請等） 

第６条 前条の規定により特別乗車証の交付

を受けようとする者は、規則で定めるとこ

ろにより、市長に申請しなければならない。 

 

 

２ 前項の規定により第１種特別乗車証の交

付を申請した高齢者は、その交付を受ける

際、利用者負担金として、次の各号に掲げ

る者の区分に応じ、当該各号に定める額（交
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削る 

 

 

 

 

 

 

（提示義務） 

第７条 第５条の規定により特別乗車証の交

付を受けた者（以下「被交付者」という。）

は、その交付を受けた特別乗車証を使用し

て乗合自動車を利用するときは、当該乗合

自動車の乗務員に当該特別乗車証を提示し

なければならない。当該乗合自動車の乗務

員から特別乗車証の提示を求められたとき

も、同様とする。 

削る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付される第１種特別乗車証の有効期間が１

年に満たない場合にあっては、当該各号に

定める額の範囲内で規則で定める額）を支

払わなければならない。 

  尼崎市介護保険条例（平成１２年尼崎

市条例第２２号。以下「介護保険条例」

という。）第４条第１号に掲げる者 ４,

５００円 

  介護保険条例第４条第２号及び第３号

に掲げる者 ７,５００円 

  前２号に掲げる者以外の者 １５,０

００円 

３ 前項各号に掲げる者の区分は、第１種特

別乗車証の有効期間の初日の属する年度

（当該初日が規則で定める期間内にある場

合は、当該年度の前年度）分の本市の介護

保険の保険料の賦課期日における当該保険

料に係る区分によるものとする。 

 

（提示義務） 

第７条 第５条の規定により特別乗車証の交

付を受けた者（以下「被交付者」という。）

は、その交付を受けた特別乗車証を使用し

て乗合自動車を利用するときは、当該乗合

自動車の乗務員に当該特別乗車証を提示し

なければならない。当該乗合自動車の乗務

員から特別乗車証の提示を求められたとき

も、同様とする。 

２ １日乗車利用証の交付を受けた第２種特

別乗車証被交付者は、当該１日乗車利用証

を使用して乗合自動車を利用するときは、

当該乗合自動車の乗務員にその第２種特別

乗車証及び１日乗車利用証（以下「第２種

特別乗車証等」という。）を提示しなけれ

ばならない。当該乗合自動車の乗務員から

第２種特別乗車証等の提示を求められたと

きも、同様とする。 
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（譲渡等の禁止） 

第８条 被交付者は、その交付を受けた特別

乗車証を他人に譲渡し、若しくは貸与し、

又は担保に供してはならない。 

 

 

 

 

（届出） 

第９条 被交付者は、氏名又は住所を変更し

た場合その他規則で定める場合は、規則で定

めるところにより、速やかに、その旨を市長

に届け出なければならない。 

 

（特別乗車証の返還） 

第１０条 被交付者は、第５条の規定により

特別乗車証の交付を受けることができる者

（以下「交付対象者」という。）でなくな

った場合その他規則で定める場合は、速や

かに、その保有する特別乗車証を市長に返

還しなければならない。 

２ 市長は、第８条の規定に違反し、偽りそ

の他不正の手段により特別乗車証の交付を

受け、若しくは特別乗車証を不正に使用し、

若しくは使用させた者又は被交付者のうち

に交付対象者でなくなった者があるとき

は、これらの者に対し、その保有する特別

乗車証の返還を求めることができる。 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

（委任） 

（譲渡等の禁止） 

第８条 被交付者は、その交付を受けた特別

乗車証（第２種特別乗車証被交付者が１日

乗車利用証の交付を受けた場合にあって

は、当該１日乗車利用証を含む。）を他人

に譲渡し、若しくは貸与し、又は担保に供

してはならない。 

 

（届出） 

第９条 被交付者は、氏名を変更した場合そ

の他規則で定める場合は、規則で定めるとこ

ろにより、速やかにその旨を市長に届け出な

ければならない。 

 

（特別乗車証等の返還） 

第１０条 被交付者は、第５条の規定により

特別乗車証の交付を受けることができる者

でなくなった場合その他規則で定める場合

は、速やかに、その保有する特別乗車証を

市長に返還しなければならない。 

 

２ 市長は、第８条の規定に違反した者、偽

りその他不正の手段により特別乗車証若し

くは１日乗車利用証（以下「特別乗車証等」

という。）の交付を受けた者又は特別乗車

証等を不正に使用した者に対し、その保有

する特別乗車証等の返還を求めることがで

きる。 

 

（利用者負担金の払戻し） 

第１１条 市長は、第１種特別乗車証が返還

されたときは、前条第２項の規定による返

還の求めに応じて返還された場合その他規

則で定める場合を除き、第６条第２項の規

定により支払われた利用者負担金のうち規

則で定める額を払い戻すものとする。 

 

（委任） 
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第１１条 この条例に定めるもののほか、こ

の条例の施行について必要な事項は、規則

で定める。 

第１２条 この条例に定めるもののほか、こ

の条例の施行について必要な事項は、規則

で定める。 
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尼崎市乗合自動車特別乗車証交付条例（付則） 

改正後 現 行 

  付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施

行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

  付則第１１項の規定 公布の日 

  第１条の規定 規則で定める日 

  付則第４項から第９項までの規定 平

成２８年１０月１日 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に第２条の規定に

よる改正前の尼崎市乗合自動車特別乗車証

交付条例（以下「改正前の条例」という。）

第５条の規定により改正前の条例第３条第

１項に規定する第１種特別乗車証（その有

効期間の末日がこの条例の施行の日（以下

「施行日」という。）以後であるものに限

る。以下「旧第１種特別乗車証」という。）

の交付を受けている高齢者（改正前の条例

第２条第１号に規定する高齢者をいう。以

下同じ。）については、同号、改正前の条

例第３条、第４条第１項、第５条、第７条

第１項及び第８条から第１２条までの規定

は、当該有効期間の末日までの間は、なお

その効力を有する。この場合において、必

要な技術的読替えは、規則で定める。 

３ 施行日前に改正前の条例第５条の規定に

より交付された改正前の条例第３条第１項

に規定する第２種特別乗車証（その有効期

間の末日が施行日以後であるものに限る。）

は、施行日限り、その効力を失う。 

（特例第１種特別乗車証の交付等） 

４ 改正前の条例第５条の規定により旧第１

種特別乗車証の交付を受けている高齢者で

規則で定める要件を備えるものは、特例第

１種特別乗車証の交付を受けることができ
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る。 

５ 特例第１種特別乗車証の有効期間は、規

則で定める。 

６ 付則第４項の規定により特例第１種特別

乗車証の交付を受けようとする者は、規則

で定めるところにより、市長に申請しなけ

ればならない。 

７ 前項の規定により特例第１種特別乗車証

の交付を申請した者は、その交付を受ける

際、規則で定める本市の介護保険の保険料

及びその有効期間の区分に応じ、６，２５

０円の範囲内で規則で定める額（以下「利

用者負担額」という。）を支払わなければ

ならない。 

８ 市長は、特例第１種特別乗車証が返還さ

れたときは、次項において読み替えて準用

する第２条の規定による改正後の尼崎市乗

合自動車特別乗車証交付条例（以下「改正

後の条例」という。）第１０条第２項の規

定による返還の求めに応じて返還された場

合その他規則で定める場合を除き、前項の

規定により支払われた利用者負担額のうち

規則で定める額を払い戻すものとする。 

９ 改正後の条例第４条第１項及び第７条か

ら第１０条までの規定は、特例第１種特別

乗車証について準用する。この場合におい

て、必要な技術的読替えは、規則で定める。 

（準備行為） 

１０ 特例第１種特別乗車証の交付の手続及

び付則第７項の規定による利用者負担額の

支払は、付則第１項第３号に掲げる規定の

施行前においても行うことができる。 

（委任） 

１１ 付則第２項から前項までに規定するも

ののほか、この条例の施行について必要な

経過措置は、市長が定める。 
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（議案説明資料） 

 

＜平成２７年９月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第９９号 所 管 福祉課 

件 名 尼崎市高齢者乗合自動車運賃助成条例について 

内       容 

１ 制定理由 

  尼崎市自動車運送事業の民営化の後、高齢者特別乗車証制度については、現行制度

のサービス水準を維持するとともに、利用者にとってより利便性の高いものとするた

め、これまでの市独自の乗車証を交付する制度から、高齢者の乗合自動車の利用に対

し、運賃の一部を助成する制度として実施していくことから、新たに条例を制定する。 

 

２ 主な制定内容 

   受給資格者 

   市内に引き続き１年以上居住する７０歳以上の者 

   助成額 

  ア 定期乗車券の購入に係る助成 

    次に掲げる所得区分に応じて、定期乗車券の購入に係る助成を行う。 

区  分 １年定期 ６ヶ月定期 

低所得Ⅰ 35,500円 （4,500円） 17,750円 （3,250円） 

低所得Ⅱ 32,500円 （7,500円） 16,250円 （4,750円） 

一  般 25,000円 （15,000円） 12,500円 （8,500円） 

   ※（ ）内は利用者負担額・６ヶ月定期の助成額は規則で定めるもの。 

  イ １回乗車に係る助成 

    受給資格者が乗合自動車を普通乗車で利用する場合、乗降のどちらかが市内の

場合に限り、当該利用区間の普通運賃額に対して、１００円を助成する。 

ウ １日乗車券の購入に係る助成 

    受給資格者が１日乗車券を購入する場合、当該１日乗車券の販売価格の２分の

１に相当する額を助成する。 

   定期助成券等の使用について 

  ア 受給資格者は、市長が交付する定期助成券を定期乗車券の販売場所で使用する

ことで定期乗車券の購入に係る助成を受けることができる。 

  イ 受給資格者は、市長が交付する乗車払いカードを使用して、乗合自動車を利用

することで、１回乗車及び１日乗車券の購入に係る助成を受けることができる。 

 

３ 施行期日 

  平成２８年４月１日。ただし、経過措置の規定については公布の日。 
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（議案説明資料） 

＜平成２７年９月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第１００号 所 管 障害福祉課 

件 名 尼崎市特定随意契約締結事業者選定委員会条例について 

内       容 

１ 制定理由 

  地方自治法施行令第１６７条の２第１項第３号の規定により、本市が随意契約の方

法により締結する契約の相手方となるべき事業者を適正かつ公平に選定するにあた

り、地方自治法第１３８条の４第３項の規定による付属機関として、尼崎市特定随意

契約締結事業者選定委員会を設置するため、条例を制定する。 

 

２ 主な制定内容 

   設置（第１条関係） 

   地方自治法施行令第１６７条の２第１項第３号の規定により本市が随意契約の

方法により締結する契約（同号に規定する障害者支援施設、地域活動支援センター

若しくは小規模作業所又は同号に規定する障害福祉サービス事業（生活介護、就労

移行又は就労継続支援に限る。）を行う施設の設置者が行う役務の提供に係る契約

に限る。）の相手方となるべき事業者の選定に関する事項を調査審議させるため、

市長の付属機関として、尼崎市特定随意契約締結事業者選定委員会（以下「委員会」

という。）を置く。 

   組織（第２条関係） 

  ア 委員会は、委員５人以内で組織する。 

  イ 委員は、学識経験者その他市長が適当と認める者のうちから市長が委嘱する。 

 

３ 施行期日 

  公布の日 
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（議案説明資料） 

＜平成２７年９月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第１０１号 所 管 生活衛生課 

件 名 尼崎市食品衛生に関する条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

  本市では食品衛生法第５０条第２項の規定に基づき、本条例において、営業施設の

公衆衛生上講ずべき措置の基準（以下「管理運営基準」という。）を定めているとこ

ろである。 

この管理運営基準は、厚生労働省から示されている「食品等事業者が実施すべき管

理運営基準に関する指針（ガイドライン）」（以下「ガイドライン」という。）に準拠

しているものであるが、今般、ガイドラインが改正されたため、本市においても、よ

り一層の食品の安全確保を図る観点から、ガイドラインの改正に準じて所要の整備を

行うもの。 

 

２ 主な改正内容 

   危害分析・重要管理点方式を用いて衛生管理を行う場合の基準を導入する。 

   製品の自主検査により衛生管理を行う従来の基準に加え、危害分析・重要管理点

方式を用いる場合の基準を新設する。 

   ノロウイルスによる食中毒防止対策に係る措置の規定を設ける。 

   健康被害につながるおそれが否定できない苦情の市長への報告の規定を設ける。 

 

３ 施行期日 

  平成２８年１月１日 
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尼崎市食品衛生に関する条例 

改正後 現 行 

（公衆衛生上講ずべき措置の基準） 

第４条 法第５０条第２項の条例で定める必要

な基準は、次に掲げる区分に応じ、当該号に定

める表のとおりとする。 

  危害分析・重要管理点方式（食品の安全性

を確保する上で、危害の原因となる物質及

び当該危害が発生するおそれがある工程で

重要なものの特定、評価及び管理を行う衛

生管理の方式をいう。）を用いて衛生管理

を行う場合 別表第１ 

  前号に掲げる場合以外の場合 別表第２ 

２～３ 略 

第５条 営業者は、食品等の取扱いに従事する者

（以下「従事者」という。）のうちから食品衛

生責任者（別表第１第１２項第１号に規定する

食品衛生責任者をいう。以下この条において同

じ。）を定めたときは、規則で定めるところに

より、その旨を市長に届け出なければならな

い。食品衛生責任者を変更し、又は解任したと

きも、同様とする。 

別表第１ 

１  一

般 事

項 

  日常点検を含む衛生管理を計画的に

実施すること。 

  施設、設備及び機械器具類の構造及

び材質並びに取り扱う食品、添加物、

器具及び容器包装（以下「食品等」と

いう。）の特性を考慮し、施設、設備

及び機械器具類の適切な清掃、洗浄及

び消毒の方法を定め、必要に応じてそ

の方法を記載した手順書を作成する

こと。 

  食品等の取扱量は、施設、設備等の

規模及び能力に見合う量とすること。

２  施

設 の

管 理 

  施設及びその周辺は、定期的に清掃

し、常に清潔に保つこと。 

  製造場、加工場、調理場、処理場等

（公衆衛生上講ずべき措置の基準） 

第４条 法第５０条第２項の条例で定める必要

な基準は、別表のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２～３ 略 

第５条 営業者は、食品等の取扱いに従事する者

（以下「従事者」という。）のうちから食品衛

生責任者（別表第１０項第１号に規定する食品

衛生責任者をいう。以下この条において同じ。）

を定めたときは、規則で定めるところにより、

その旨を市長に届け出なければならない。食品

衛生責任者を変更し、又は解任したときも、同

様とする。 

別表 

１  一

般 事

項 

  日常点検を含む衛生管理を計画的に

実施すること。 

  施設、設備及び機械器具類の構造及

び材質並びに取り扱う食品、添加物、

器具及び容器包装（以下「食品等」と

いう。）の特性を考慮し、施設、設備

及び機械器具類の適切な清掃、洗浄及

び消毒の方法を定め、必要に応じてそ

の方法を記載した手順書を作成する

こと。 

  食品等の取扱量は、施設、設備等の

規模及び能力に見合う量とすること。

２  施

設 の

管 理 

  施設及びその周辺は、定期的に清掃

し、常に清潔に保つこと。 

  調理場、製造場、加工場、処理場等
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（以下「作業場」という。）には、不

必要な物品を置かず、又は動物を入れ

ないこと。 

  作業場内には、従事者以外の者を立

ち入らせないこと。ただし、従事者以

外の者の立入りにより食品等の汚染

のおそれがないと認められるときは、

この限りでない。 

  作業場の採光又は照明及び換気又は

通風を十分に行い、適正な温度及び湿

度で管理すること。 

  適正な排水機能を維持するため、排

水溝、沈殿槽等の清掃及び補修を行う

こと。 

  作業場において年２回以上ねずみ、

昆虫等の駆除作業を実施し、その実施

記録を１年間保存すること。ただし、

１年間を通じてねずみ、昆虫等の侵入

及び発生を確実に防止するために必

要な措置を講じたときは、この限りで

ない。 

  殺そ剤又は殺虫剤を使用するとき

は、食品等を汚染しないようその取扱

いに十分注意すること。 

  作業場の窓、出入口等は、開放しな

いこと。ただし、ほこり、ねずみ、昆

虫等の侵入を防止するために必要な

措置を講じたときは、この限りでな

い。 

  便所は、定期的に清掃、殺虫及び消

毒をし、常に清潔に保つこと。 

  従事者の手洗設備は、常に清潔に保

ち、手指の消毒、洗浄等に適当な消

毒液等を備えて、これを常時使用す

ることができる状態にしておくこ

と。 

３  機

械 器

  機械器具類は、使用目的に応じて区

分して使用すること。 

（以下「作業場」という。）には、不

必要な物品を置き、又は動物を入れな

いこと。 

  作業場内には、従事者以外の者を立

ち入らせないこと。ただし、従事者以

外の者の立入りにより食品等の汚染

のおそれがないと認められるときは、

この限りでない。 

  作業場の採光又は照明及び換気又は

通風を十分に行い、適正な温度及び湿

度で管理すること。 

  適正な排水機能を維持するため、排

水溝、沈殿槽等の清掃及び補修を行う

こと。 

  年２回以上ねずみ、衛生害虫等の駆

除作業を実施し、その実施記録を１年

間保存すること。 

 

 

 

 

  殺そ剤又は殺虫剤を使用するとき

は、食品等を汚染しないようその取扱

いに十分注意すること。 

  作業場の窓、出入口等は、開放しな

いこと。ただし、ほこり、ねずみ、昆

虫等の侵入を防止する措置を講じた

ときは、この限りでない。 

 

  便所は、定期的に清掃、殺虫及び消

毒をし、常に清潔に保つこと。 

  従事者の手洗設備は、常に清潔に保

ち、手指の消毒、洗浄等に適当な消

毒液等を備えて、これを常時使用す

ることができる状態にしておくこ

と。 

３  機

械 器

  機械器具類は、使用目的に応じて区

分して使用すること。 
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具 類

の 管

理 

  食品等に直接接触する機械器具類の

使用後は、これを洗浄し、必要に応じ

て熱湯、蒸気、消毒剤、殺菌剤等で消

毒又は殺菌をし、常に清潔に保つこ

と。 

  機械器具類の洗浄、消毒又は殺菌に

使用する洗浄剤、消毒剤又は殺菌剤

（以下「洗浄剤等」という。）は、食

品等を汚染しないよう保管するなど

その取扱いに十分注意すること。 

  洗浄剤等を使用するときは、使用目

的に沿う適正な洗浄剤等を適正な濃

度で使用し、その使用後において洗浄

剤等が機械器具類に残存しないよう

にすること。 

  機械器具類は、常に点検し、故障、

破損等があるときは、速やかに、補修

し、常に適正に使用することができる

よう整備しておくこと。 

  機械器具類及び分解した機械器具類

の部品は、それぞれ所定の場所に衛生

的に保管すること。 

  重量、容量、温度、圧力等の計量器

は、その機能を定期的に点検し、その

結果を記録すること。 

  冷凍、冷蔵、冷却、熱蔵又は加熱の

温度及び時間並びに放射線照射の線

量及び時間は、常に適正に設定するこ

と。 

  施設、設備等の清掃用器材は、その

目的に応じて区分して使用し、所定の

場所に保管すること。 

４  使

用 す

る 水

の 管

理 

  施設で使用する水（食品等の製造、

加工若しくは調理又は食品に直接接

触する機械器具類若しくは従事者の

手指の洗浄に使用するものに限る。以

下同じ。）は、飲用に適する水（食品、

添加物等の規格基準（昭和３４年厚生

具 類

の 管

理 

  食品等に直接接触する機械器具類の

使用後は、これを洗浄し、必要に応じ

て熱湯、蒸気、消毒剤、殺菌剤等で消

毒又は殺菌をし、常に清潔に保つこ

と。 

  機械器具類の洗浄、消毒又は殺菌に

使用する洗浄剤、消毒剤又は殺菌剤

（以下「洗浄剤等」という。）は、食

品等を汚染しないよう保管するなど

その取扱いに十分注意すること。 

  洗浄剤等を使用するときは、使用目

的に沿う適正な洗浄剤等を適正な濃

度で使用し、その使用後において洗浄

剤等が機械器具類に残存しないよう

にすること。 

  機械器具類は、常に点検し、故障、

破損等があるときは速やかに補修し、

常に適正に使用することができるよ

う整備しておくこと。 

  機械器具類及び分解した機械器具類

の部品は、それぞれ所定の場所に衛生

的に保管すること。 

  重量、容量、温度、圧力等の計量器

は、その機能を定期的に点検し、その

結果を記録すること。 

  冷凍、冷蔵、冷却、熱蔵又は加熱の

温度及び時間並びに放射線照射の線

量及び時間は、常に適正に設定するこ

と。 

  施設、設備等の清掃用器材は、その

目的に応じて区分して使用し、所定の

場所に保管すること。 

４  使

用 す

る 水

の 管

理 

  施設で使用する水（食品の製造、加

工及び調理並びに食品に直接接触す

る機械器具類及び従事者の手指の洗

浄に使用するものに限る。以下同じ。）

は、飲用に適する水（食品、添加物等

の規格基準（昭和３４年厚生省告示第
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省告示第３７０号）に定める飲用適の

水をいう。以下同じ。）であること。

ただし、法第１１条第１項の規定によ

り施設で使用する水の基準（以下「使

用水基準」という。）が定められてい

る場合において、使用水基準に適合し

た水を使用するときは、この限りでな

い。 

  水道法（昭和３２年法律第１７７号）

第３条第１項に規定する水道又は特

設水道条例（昭和３９年兵庫県条例第

６２号）第２条第１項に規定する特設

水道により供給される水（以下「水道

水」という。）以外の水を施設で使用

する場合は、年１回以上水質検査を行

い、当該検査の結果が記録された成績

書を１年間保存すること。 

  前号の水質検査により施設で使用す

る水が飲用に適する水若しくは使用

水基準に適合した水でないことが判

明したとき又は災害等により施設で

使用する水の水源等が汚染された可

能性があるときは、直ちに、その旨を

市長に報告し、市長が指示する措置を

適切に講ずること。 

  水道水以外の水を施設で使用する場

合は、除菌又は殺菌のための装置及び

浄水装置の機能を定期的に点検する

こと。 

  貯水槽を使用する場合は、これを定

期的に清掃し、常に清潔に保つこと。

５  廃

棄 物

の 取

扱 い 

  廃棄物の保管及び処理は、適正に行

うこと。 

  廃棄物の容器は、汚液及び汚臭が漏

れないよう常に清潔に保つこと。 

  廃棄物の保管場所は、周囲の環境に

悪影響を及ぼさないよう適切に管理

すること。 

３７０号）に定める飲用適の水をい

う。以下同じ。）であること。ただし、

法第１１条第１項の規定により施設

で使用する水の基準（以下「使用水基

準」という。）が定められている場合

において、使用水基準に適合した水を

使用するときは、この限りでない。 

 

  水道法（昭和３２年法律第１７７号）

第３条第１項に規定する水道又は特

設水道条例（昭和３９年兵庫県条例第

６２号）第２条第１項に規定する特設

水道により供給される水（以下「水道

水」という。）以外の水を施設で使用

する場合は、年１回以上水質検査を行

い、当該検査の結果が記録された成績

書を１年間保存すること。 

  前号の水質検査により施設で使用す

る水が飲用に適する水若しくは使用

水基準に適合した水でないことが判

明したとき又は不慮の災害等により

施設で使用する水の水源等が汚染さ

れたおそれがあるときは、直ちに市長

の指示を受け、適切な措置を講ずるこ

と。 

  水道水以外の水を施設で使用する場

合は、除菌又は殺菌のための装置及び

浄水装置の機能を定期的に点検する

こと。 

  貯水槽を使用する場合は、これを定

期的に清掃し、常に清潔に保つこと。

５  廃

棄 物

の 取

扱 い 

  廃棄物の保管及び処理は、適正に行

うこと。 

  廃棄物の容器は、汚液及び汚臭が漏

れないよう常に清潔に保つこと。 

  廃棄物の保管場所は、周囲の環境に

悪影響を及ぼさないよう適切に管理

すること。 
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６  衛

生 管

理 を

実 施

す る

班 の

編 成 

 次項各号及び第８項各号に掲げる基準

並びに第１３項第４号及び第５号に掲げ

る基準に基づく衛生管理を行わせるた

め、法第４８条第１項の規定により置か

れる食品衛生管理者、第１２項第１号に

規定する食品衛生責任者その他食品等に

ついて専門的な知識及び技術を有する者

等により構成される班を編成すること。

７  製

品 説

明 書

及 び

製 造

工 程

一 覧

図 の

作 成 

  食品等の製品について、その原材料

等の組成、物理的及び化学的な性質

（水分活性、水素イオン濃度等をい

う。）、殺菌処理又は静菌処理（加熱、

凍結、加塩、薫煙等を行うことをい

う。）の状況、包装の方法、消費期限

又は賞味期限、保管条件、流通方法、

使用方法、想定される消費者その他の

食品衛生上の危害の分析に必要な事

項を記載した製品説明書を作成する

こと。 

  食品等の製品に係る製造等の工程

（以下「製造工程」という。）が全て

記載された図面（以下「製造工程一覧

図」という。）を作成すること。 

  製造工程一覧図について、実際の製

造工程及び施設内の設備の配置が適

切に反映されているかどうかを適宜

確認し、適切に反映されていない箇所

があると認めるときは、当該箇所を修

正すること。 

８  食

品 等

の 取

扱 い 

  食品等の製品に係る各製造工程にお

いて、食品衛生上の危害を発生させる

原因となる物質（以下「危害原因物質」

という。）を全て特定するとともに、

当該危害原因物質による食品衛生上

の危害の発生を防止するために必要

な措置（以下「管理措置」という。）

を定め、当該危害原因物質及び当該管

理措置を記載した書類（以下「危害要

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６  食

品 等

の 取

扱 い 

  食品等の仕入れに当たっては、品質、

鮮度、表示等について点検すること。

  原材料として使用する食品は、消費

期限内であるもの等食用に適した品

質のものを選択し、必要に応じて前処

理を行った後、加工に供すること。 

  食品等の製造、加工、調理、貯蔵、

運搬、陳列等に際しては、適正な温度、

時間及び方法で衛生的に管理するこ
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因リスト」という。）を作成すること。

  危害要因リストに基づき、製造工程

のうち特に管理措置の実施状況を連

続的に又は相当の頻度で確認するこ

とを要すると認める工程（以下「重要

管理点」という。）を定めること。た

だし、重要管理点を定めない理由を記

載した書類を作成し、これを保管する

場合は、この限りでない。 

  重要管理点における管理措置につい

て、危害原因物質による食品衛生上の

危害を発生させない程度まで当該危

害原因物質を低減させ、又は排除する

ための基準（以下「管理基準」という。）

を定めること。 

  管理基準は、管理措置の内容に応じ、

温度、時間、水分含量、水分活性、水

素イオン濃度、有効塩素等の測定可能

な指標及び食品等の外観、食感等の官

能的指標のうち適切な指標で表され

たものでなければならない。 

  管理措置の管理基準への適合状況を

確認する方法を定め、適切な頻度で当

該方法により管理措置が管理基準に

適合しているかどうかを確認するこ

と。 

  重要管理点における管理措置が適切

に講じられていない場合に講ずべき

措置（以下「改善措置」という。）を

定め、前号の規定による確認により当

該管理措置が適切に講じられていな

いと認めるときは、改善措置を適切に

講じること。 

  前各号に掲げる基準に基づく衛生管

理の内容が食品衛生上の危害の発生

を防止するために有効かどうかを確

認するため、適切な頻度で当該内容の

検証を行うこと。 

と。 

  冷蔵庫、冷凍庫等の内部は、常に清

潔に保ち、食品間又は添加物間の相互

汚染が生じないよう区分して保管す

ること。 

  法第１１条第１項の規定により成分

の規格が定められている食品又は添

加物を製造し、又は加工する場合は、

定期的に当該食品又は添加物の規格

適合に係る検査を行い、当該検査の結

果が記録された成績書を１年間保存

すること。 

  前号の食品又は添加物以外の食品又

は添加物を製造し、又は加工する場合

は、必要に応じて当該食品又は添加物

の検査を行い、当該検査の結果が記録

された成績書を１年間保存すること。

  添加物は、所定の場所で適切に保管

し、その仕入れ及び使用の状況の記録

を１年間保存すること。 

  法第１１条第１項の規定により食品

中の含有量の基準が定められている

添加物（以下「基準が定められている

添加物」という。）を使用するときは、

これを正確に計量し、適正に使用する

こと。 

  基準が定められている添加物を使用

して食品を製造し、又は加工する場合

は、定期的に当該食品中の当該基準が

定められている添加物の含有量の検

査を行い、当該検査の結果が記録され

た成績書を１年間保存すること。 

  法第１８条第１項の規定により規

格が定められている器具又は容器

包装を製造する場合は、定期的に当

該器具又は容器包装の規格適合に

係る検査を行い、当該検査の結果が

記録された成績書を１年間保存す

59



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９  従

事 者

の 衛

生 教

育 

従事者に市長が指定する衛生講習会を

受講させ、その他食品衛生上必要な事項

に関する衛生教育を適切に実施するこ

と。 

１ ０  

従 事

者 等

に 係

る 衛

生 管

理 

  市長から検便を受けるべき旨の指示

があったときは、従事者に検便を受け

させること。 

  常に従事者の健康に注意し、従事者

が食品等を介して感染するおそれが

ある疾病にかかったときは、食品等を

介して当該疾病がまん延することを

ること。 

  前号の器具又は容器包装以外の器

具又は容器包装を製造する場合は、

必要に応じて当該器具又は容器包

装の検査を行い、当該検査の結果が

記録された成績書を１年間保存す

ること。 

  食品等の製品の表示を新たに付し、

又は既に付された表示を改めると

きは、市長の指導を受けること。 

  食品等の製品の出荷又は販売に際

しては、法定の表示事項について点

検すること。 

  再使用することを予定している容

器包装は、洗浄及び消毒が容易なも

のを用いること。 

  食品等の製造又は加工に係る製品

及び原材料は、ロットごとに管理

し、必要に応じてその管理の状況を

記録するよう努めること。 

  飲食に起因する健康被害の発生し

やすい食品を製造し、加工し、又は

調理するときは、その製品から検体

を採取し、これを一定期間保存する

とともに、販売先等の記録を一定期

間保存すること。 

７  従

事 者

の 衛

生 教

育 

営業者は、従事者をして市長が指定す

る衛生講習会を受講させるなど食品衛生

上必要な事項に関する衛生教育を適切に

実施すること。 

８  従

事 者

等 に

係 る

衛 生

管 理 

  市長から検便を受けるべき旨の指示

があったときは、従事者に検便を受け

させること。 

  常に従事者の健康に注意し、従事者

が食品を介して感染するおそれのあ

る疾病にかかったときは、食品を介し

て当該疾病がまん延することを防止
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防止するために必要な措置を講ずる

こと。 

  従事者は、作業中、清潔な外衣を着

用し、必要に応じてマスク又は帽子を

着用すること。 

 

  作業場内の場所（便所を除く。）及

び作業場内の便所では、それぞれ専用

の履物を使用すること。 

  従事者は、指輪その他の食品又は添

加物に混入するおそれがあるものを

作業場内に持ち込まないこと。 

  従事者は、常に爪を短く切り、作業

前、用便後及び生鮮の原材料、汚染さ

れた材料等を取り扱う作業の後は、十

分に手指の洗浄及び消毒を行うとと

もに、使い捨て手袋を使用していると

きは、用便後及び当該作業の後は、新

しい手袋に交換すること。 

  従事者は、作業場においては、所定

の場所以外で更衣、喫煙、放たん、食

事等をしないこと。 

  従事者以外の者が作業場内に立ち入

るときは、当該者に適切な場所で清潔

な専用衣に着替えさせること等を定

めた衛生管理に関する規程に従わせ

ること。 

１ １  

管 理

運 営

要 領 

施設の管理、食品等の取扱い等に係る

衛生上の管理運営要領を作成し、従事者

に周知徹底させるとともに、必要に応じ

てその内容を見直すこと。 

１ ２  

食 品

衛 生

責 任

者 

  法第４８条第１項の規定により食品

衛生管理者を置く場合を除き、施設又

はその部門ごとに、従事者のうちから

食品衛生に関する責任者（以下「食品

衛生責任者」という。）を定めること。

 

  食品衛生責任者は、食品等の製造、

するため適切な措置を講ずること。 

 

  従事者は、作業中清潔な外衣を着用

し、作業場内では専用の履物を使用す

るとともに、必要に応じてマスク又は

帽子を着用すること。 

 

 

 

  従事者は、指輪等食品又は添加物に

混入するおそれがあるものを作業場

内に持ち込まないこと。 

  従事者は、常につめを短く切り、作

業前及び用便後は、手指の洗浄及び消

毒を行うこと。 

 

 

 

 

  従事者は、作業場においては、所定

の場所以外で更衣、喫煙、放たん、食

事等をしないこと。 

  従事者以外の者が作業場内に立ち入

るときは、当該者をして適切な場所で

清潔な専用衣に着替えさせること等

を定めた衛生管理に関する規程に従

わせること。 

９  管

理 運

営 要

領 

営業者は、施設の管理、食品等の取扱

い等に係る衛生上の管理運営要領を作成

し、従事者に周知徹底させるとともに、

必要に応じてその内容を見直すこと。 

１ ０  

食 品

衛 生

責 任

者 

  営業者は、法第４８条の規定により

食品衛生管理者を定める場合を除き、

施設又はその部門ごとに、従事者のう

ちから食品衛生に関する責任者（以下

「食品衛生責任者」という。）を定め

ること。 

  食品衛生責任者は、食品等の製造、
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加工、調理、販売等が衛生的に行われ

るよう従事者の監督及び指導をする

こと。 

  食品衛生責任者たる従事者は、営業

者の指示に従い、前号の監督及び指導

をすること。 

  食品衛生責任者たる従事者は、食品

等の製造、加工、調理、販売等が衛生

的に行われるよう営業者に対して必

要な意見を述べ、営業者は、その意見

を尊重すること。 

  食品衛生責任者に市長が指定する衛

生講習会を受講させ、その他常に食品

衛生に関する新しい知見を習得させ

ること。 

１ ３  

記 録

の 作

成 及

び 保

存 

  食品衛生上の危害の発生の防止に必

要な限度において、取り扱う食品等の

製品について、仕入れの状況、製造、

加工等の状態、出荷先又は販売先その

他必要な事項に関する記録を作成し、

これを保存するよう努めること。 

  前号の記録の保存期間は、取り扱う

食品等の流通の実態等に適応した合

理的な期間とすること。 

  食中毒等の食品衛生上の危害の発生

を防止するため市長から要請があっ

たときは、第１号の記録を市長に提出

すること。 

  危害原因物質の特定並びに管理措

置、重要管理点及び管理基準の設定に

関する記録を作成し、これを保存する

こと。 

  第８項第５号の規定による確認及び

改善措置の内容並びに同項第７号の

検証の結果に関する記録を作成し、こ

れを保存すること。 

  前号の記録（同号の確認の内容に関

するものに限る。）を作成するときは、

加工、調理、販売等が衛生的に行われ

るよう従事者の監督及び指導をする

こと。 

  食品衛生責任者たる従事者は、営業

者の指示に従い、前号の監督及び指導

をすること。 

  食品衛生責任者たる従事者は、食品

等の製造、加工、調理、販売等が衛生

的に行われるよう営業者に対して必

要な意見を述べ、営業者は、その意見

を尊重すること。 

  営業者は、食品衛生責任者をして市

長が指定する衛生講習会を受講させ

るなど常に食品衛生に関する新しい

知見を習得させること。 

１ １  

記 録

の 作

成 及

び 保

存 

  営業者は、食品衛生上の危害の発生

の防止に必要な限度において、食品等

に係る仕入れの状況、製造若しくは加

工の状況、出荷先又は販売先その他必

要な事項に関する記録を作成し、これ

を保存するよう努めること。 

  前号の記録の保存期間は、取り扱う

食品等の流通実態等に適応した合理

的な期間とすること。 

  営業者は、食中毒等の食品衛生上の

危害の発生を防止するため市長から

要請があったときは、第１号の記録を

市長に提出すること。 

  営業者は、自らが製造又は加工した

製品について自主検査を行った場合

は、当該検査の結果の記録を保存する

よう努めること。 
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当該確認に係る担当者及び責任者が

これに署名すること。 

１ ４  

食 品

等 の

製 品

の 回

収、廃

棄 等 

  販売する食品等の製品に起因する食

品衛生上の問題が発生した場合に当

該製品を迅速かつ適切に回収するこ

とができるよう、あらかじめ、その回

収に係る責任体制、具体的な回収の方

法、市長への報告等の手順等を定める

よう努めること。 

  販売する食品等の製品に起因する食

品衛生上の危害が発生した場合にお

いて、当該製品を回収したときは、そ

の回収した製品を他の製品と明確に

区別して保管し、市長の指示に従っ

て、その廃棄その他の必要な措置を的

確かつ迅速に講ずること。 

  食品等の製品を回収する際は、消費

者への注意喚起等のため、必要に応じ

て回収に係る食品等の製品に関する

情報の提供を行うこと。 

１ ５  

情 報

の 提

供 

  消費者に対し、販売する食品等の製

品についての安全性に関する情報の

提供に努めること。 

  製造者、加工者又は輸入者は、自ら

が製造し、加工し、又は輸入した食品

等の製品に係る消費者の健康被害（医

師の診断を受け、その症状が当該製品

に起因し、又はその疑いがあると診断

されたものに限る。以下この項におい

て同じ。）又は法に違反する事実が判

明したときは、速やかに、その内容を

市長に報告すること。 

  製造し、加工し、又は輸入した食品

等の製品に係る苦情で消費者の健康

被害につながるおそれを否定するこ

とができないものを受け付けたとき

は、速やかに、その旨を市長に報告す

ること。 

 

 

１ ２  

食 品

等 の

回収、

廃 棄

等 

  販売する食品等に起因する食品衛生

上の問題が発生した場合に当該食品

等を迅速かつ適切に回収できるよう、

あらかじめ、その回収に係る責任体

制、具体的な回収の方法、市長への報

告等の手順等を定めるよう努めるこ

と。 

  販売する食品等に起因する食品衛生

上の危害が発生した場合において、当

該食品等を回収したときは、当該回収

した食品等を他の食品等と明確に区

別して保管し、市長の指示に従って、

その廃棄その他の必要な措置を的確

かつ迅速に講ずること。 

  食品等の回収を行う際は、消費者へ

の注意喚起等のため、必要に応じて回

収に係る食品等に関する情報の提供

を行うこと。 

１ ３  

情 報

の 提

供 

  営業者は、消費者に対し、販売する

食品等についての安全性に関する情

報の提供に努めること。 

  製造者、加工者又は輸入者は、自ら

が製造し、加工し、又は輸入した食品

等に係る消費者の健康被害（医師の診

断を受け、その症状が当該食品等に起

因し、又はその疑いがあると診断され

たものをいう。）及び法に違反する事

実が判明したときは、速やかにその内

容を市長に報告すること。 
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１ ６  

食 品

の 運

搬 

  食品の運搬に用いる車両、コンテナ

等は、容易に洗浄及び消毒をすること

ができる構造のものを使用し、常に清

潔に保つとともに、補修等を行うこと

により適切に管理すること。 

  食品と食品以外の貨物とを混載する

場合は、食品は、食品以外の貨物から

の汚染を防止するため、必要に応じて

適当な容器に入れ、その他食品以外の

貨物と区分すること。 

  運搬中の食品がごみ、ちり、有毒ガ

ス等に汚染されないよう適切に管理

すること。 

  バルク輸送を行う場合は、必要に応

じて食品専用の車両又はコンテナを

使用し、当該車両又はコンテナの見や

すい箇所に食品専用である旨を明示

すること。 

  運搬中の食品の温度、湿度その他の

食品の状態に常に注意し、適切に管理

すること。 

  運搬に係る時間が長時間に及ばない

よう運搬経路等に配慮すること等に

より食品の品質を維持すること。 

 

別表第２ 

１  一

般 事

項 

別表第１第１項各号に掲げる基準 

 

 

２  施

設 の

管 理 

別表第１第２項各号に掲げる基準 

３  機

械 器

具 類

の 管

理 

別表第１第３項各号に掲げる基準 

 

１ ４  

食 品

の 運

搬 

  食品の運搬に用いる車両、コンテナ

等は、容易に洗浄及び消毒をすること

ができる構造のものを使用し、常に清

潔に保つとともに、補修等を行うこと

により適切に管理すること。 

  食品と食品以外の貨物を混載する場

合は、食品以外の貨物からの汚染を防

止するため、必要に応じて食品を適切

な容器に入れるなど食品以外の貨物

と区分けすること。 

  運搬中の食品がじんかい、有毒ガス

等に汚染されないよう管理すること。

 

  バルク輸送の場合は、必要に応じて

食品専用の車両又はコンテナを使用

し、当該車両又はコンテナの見やすい

箇所に食品専用である旨を明示する

こと。 

  運搬中の食品の温度、湿度その他の

食品の状態に常に注意し、適切に管理

すること。 

  運搬に係る時間が長時間に及ばない

よう運搬経路等に配慮するなど、食品

の品質を維持すること。 
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４  使

用 す

る 水

の 管

理 

別表第１第４項各号に掲げる基準 

 

 

５  廃

棄 物

の 取

扱 い 

別表第１第５項各号に掲げる基準 

 

 

 

６  食

品 等

の 取

扱 い 

  食品等の仕入れに当たっては、適切

に管理されているものを仕入れ、品

質、鮮度、表示等について点検するこ

と。 

  原材料として使用する食品は、消費

期限内であるものその他食用に適し

た品質のものを選択し、必要に応じて

前処理を行った後、加工に供するこ

と。 

  食品等の製造、加工、調理、貯蔵、

運搬、陳列等に際しては、適正な温度、

時間及び方法で衛生的に管理するこ

と。 

  冷蔵庫、冷凍庫等の内部は、常に清

潔に保ち、食品間又は添加物間の相互

汚染が生じないよう区分して保管す

ること。 

  法第１１条第１項の規定によりその

成分の規格が定められている食品又

は添加物を製造し、又は加工する場合

は、定期的に当該食品又は添加物の規

格の適合の検査を行い、当該検査の結

果が記録された成績書を１年間保存

すること。 

  前号の食品以外の食品又は同号の添

加物以外の添加物を製造し、又は加工

する場合は、必要に応じて当該食品又

は添加物の検査を行い、当該検査の結

果が記録された成績書を１年間保存
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すること。 

  添加物は、所定の場所で適切に保管

し、その仕入れ及び使用の状況の記録

を１年間保存すること。 

  法第１１条第１項の規定によりその

使用の基準が定められている添加物

（以下「使用基準が定められている添

加物」という。）を使用するときは、

これを正確に計量し、適正に使用する

こと。 

  使用基準が定められている添加物を

使用して食品を製造し、又は加工する

場合は、定期的に当該食品中の当該使

用基準が定められている添加物の含

有量の検査を行い、当該検査の結果が

記録された成績書を１年間保存する

こと。 

  法第１８条第１項の規定によりその

規格が定められている器具又は容器

包装を製造する場合は、定期的に当該

器具又は容器包装の規格の適合の検

査を行い、当該検査の結果が記録され

た成績書を１年間保存すること。 

  前号の器具以外の器具又は同号の容

器包装以外の容器包装を製造する場

合は、必要に応じて当該器具又は容器

包装の検査を行い、当該検査の結果が

記録された成績書を１年間保存する

こと。 

  食品等の製品の表示を新たに付し、

又は既に付された表示を改めるとき

は、市長の指導を受けること。 

  食品等の製品の出荷又は販売に際し

ては、法定の表示事項について点検す

ること。 

  再使用することを予定している容器

包装は、洗浄及び消毒が容易なものを

用いること。 
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  食品等の製造等に係る製品及び原材

料は、ロットごとに管理し、必要に応

じてその管理の状況を記録するよう

努めること。 

  飲食に起因する健康被害が発生しや

すい食品を製造し、加工し、又は調理

するときは、その製造等又は調理に係

る製品から検体を採取し、これを一定

期間保存するとともに、販売先等の記

録を一定期間保存すること。 

  施設内においておう吐があったとき

は、直ちに、消毒剤、殺菌剤等を用い

て適切に消毒又は殺菌を行うととも

に、おう吐物により汚染された可能性

がある食品等は、直ちに、廃棄するこ

と。 

７  従

事 者

の 衛

生 教

育 

別表第１第９項に掲げる基準 

８  従

事 者

等 に

係 る

衛 生

管 理 

別表第１第１０項各号に掲げる基準 

９  管

理 運

営 要

領 

別表第１第１１項に掲げる基準 

１ ０  

食 品

衛 生

責 任

者 

別表第１第１２項各号に掲げる基準 
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１ １  

記 録

の 作

成 及

び 保

存 

  別表第１第１３項第１号から第３号

までに掲げる基準 

  製造し、又は加工した食品等の製品

について自主検査を行った場合は、当

該検査の結果の記録を保存するよう

努めること。 

１ ２  

食 品

等 の

製 品

の 回

収、廃

棄 等 

別表第１第１４項各号に掲げる基準 

１ ３  

情 報

の 提

供 

別表第１第１５項各号に掲げる基準 

１ ４  

食 品

の 運

搬 

別表第１第１６項各号に掲げる基準 
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（議案説明資料） 

＜平成２７年９月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第１０２号 所 管 児童課 

件 名 
尼崎市立児童ホームの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例につ

いて 

内       容 

１ 改正理由 

  旧北難波小学校の位置に建設している新校舎完成に伴い、難波の梅小学校を移転さ

せるため、難波の梅児童ホームの位置を変更する。 

また、若葉小学校と西小学校を統合し、わかば西小学校を設置することに伴い、わ

かば西児童ホームを設置するため、所要の整備を行う。 

  なお、わかば西児童ホームの位置については、西小学校にわかば西小学校の新校舎

を建設予定ではあるが、当初は若葉小学校を仮校舎とするため、若葉小学校の位置と

する。 

 

２ 改正内容 

   別表中、難波の梅児童ホームの位置を変更する。 

  別表中、若葉児童ホーム、西児童ホームの項を削除し、わかば西児童ホームの項

を追加する。 

 

３ 施行期日 

  平成２８年４月１日 
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尼崎市立児童ホームの設置及び管理に関する条例 

改正後 現 行 

別表 
名   称 位    置 

  
  
尼崎市立難波の梅児

童ホーム 
尼崎市西難波町６丁

目１４番５７号 
  

尼崎市立わかば西児

童ホーム 
尼崎市道意町６丁目

６番地の３ 

尼崎市立大島児童ホ

ーム 
尼崎市稲葉荘２丁目

１０番７号 
  

 

別表 
名   称 位    置 

  

尼崎市立難波の梅児

童ホーム 
尼崎市東難波町２丁

目１４番４４号 
  

尼崎市立若葉児童ホ

ーム 
尼崎市道意町６丁目

６番地の３ 
尼崎市立西児童ホー

ム 
尼崎市武庫川町１丁

目２５番地 
尼崎市立大島児童ホ

ーム 
尼崎市稲葉荘２丁目

１０番７号 
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（議案説明資料） 

＜平成２７年９月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第１０３号 所 管 
交通局管理課 

まちづくり企画・調査担当 

件 名 
尼崎市自動車運送事業の設置等に関する条例等の廃止等に関する条例につい

て 

内       容 

１ 廃止等理由 

将来にわたって市民にとって必要なバス交通サービスを確保することを基本に、財

政負担の軽減及び市民、利用者の利便性の向上等を目的とした尼崎市自動車運送事業

の民営化に伴い、自動車運送事業に係る条例を廃止するとともに、関係条例の規定を

整備するもの。 

 

２ 現行規定内容及び改正内容 

   廃止する条例の現行規定内容 

  ア 尼崎市乗合自動車乗車料条例 

    本市乗合自動車の乗車料について定める。 

  イ 尼崎市貸切自動車乗車料条例 

    本市貸切自動車の乗車料について定める。 

  ウ 尼崎市自動車運送事業の設置等に関する条例 

    地方公営企業法の規定に基づき、本市自動車運送事業の設置、経営の基本、組

織及び財務について必要な事項を定める。 

  エ 尼崎市自動車運送事業移譲事業者選定委員会条例 

    尼崎市自動車運送事業のうち一般旅客自動車運送事業を引き継ぐ事業者の選

定に関する事項を調査審議させるため、市長の付属機関として設置する選定委員

会について必要な事項を定める。 

 

   一部改正する条例の主な改正内容 

   地方公営企業法第３３条第２項の規定により予算で定めなければならない資産

の取得及び処分等に関する条例 

   自動車運送事業に係る記載を削除するとともに所要の文言整理を行う。 

 

３ 施行期日 

  平成２８年４月１日。 

ただし、上記ア、イ及びエの廃止並びに付則の一部については規則で定める日。 
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尼崎市乗合自動車乗車料条例 

現 行 

（趣旨） 

第１条 本市乗合自動車の乗車料に関しては、この条例の定めるところによる。 

（乗車料） 

第２条 乗合自動車に乗車する者（以下「乗客」という。）は、次条及び第６条第１項の規定に

より定められた乗車料を納めなければならない。ただし、１歳未満の乗客及び乗客（６歳に達

する日の属する年度の末日までの間にある者（以下「未就学児」という。）を除く。以下「保

護者等」という。）が同伴する未就学児（１歳未満の者を除く。）である乗客（保護者等１人

につき２人までに限る。）は、無料とする。 

２ 乗車料は、均一制とし、次条第１項第２号及び第４号に掲げる乗車料の場合のほか、１運転

系統乗切制とする。 

（乗車料の額） 

第３条 乗車料の額は、次の各号に掲げる乗車料の区分に応じ、当該各号に定める額の範囲内に

おいて、自動車運送事業管理者（以下「管理者」という。）が定める。 

  普通乗車料 

ア 大人 １乗車につき ２１０円 

イ 小児（１歳に達する日から１２歳に達する日の属する年度の末日までの間にある者をい

う。次号及び第３号において同じ。） １乗車につき １１０円 

  全線１日乗車料 

ア 大人 １日につき ５００円 

イ 小児 １日につき ２５０円 

  回数乗車料 

ア 大人 １１乗車につき ２，１００円 

イ 小児 １１乗車につき １，１００円 

  定期乗車料 

ア 通勤定期 １月につき ８，４００円 

イ 大人通学定期 １月につき ６，０００円 

ウ 小児通学定期 １月につき ３，０００円 

エ 高齢者定期 １月につき ３，０００円 

２ 前項第１号の規定にかかわらず、他の自動車運送事業者の乗合自動車と競合する運転区間に

係る同号に掲げる乗車料で、当該他の自動車運送事業者の運賃との調整を必要とするものにつ

いては、管理者が定める。 
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（乗車券） 

第４条 管理者は、前条第１項の規定により定めた乗車料の額に応じた乗車券を発行することが

できる。 

２ 前項の乗車券の様式は、管理者が別に定める。 

３ 乗車券は、その券面表示事項に従い使用することができる。 

（乗車券の発行区分） 

第５条 通勤定期に係る乗車券は、通勤その他の目的のため乗車する者に対し発行する。 

２ 大人通学定期に係る乗車券は、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する中

学校以上及び管理者においてこれと同等と認定した学校の学生又は生徒に対し発行する。 

３ 小児通学定期に係る乗車券は、学校教育法第１条に規定する小学校以下及び管理者において

これと同等と認定した学校並びに児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３９条に規定す

る保育所の児童又は幼児に対し発行する。 

４ 高齢者定期に係る乗車券は、６５歳以上の者に対し発行する。 

５ 通勤定期に係る乗車券は持参人式とし、通学定期に係る乗車券及び高齢者定期に係る乗車券

は記名式とする。ただし、管理者が必要があると認めるときは、記名式の通勤定期に係る乗車

券を発行することができる。 

（割引） 

第６条 管理者は、事業上の必要その他特別の理由があると認めるときは所定乗車料の５割以内

の割引をすることができる。 

２ 前項の場合においては、特別割引乗車券を発行するものとする。 

（乗車料の還付） 

第７条 既納の乗車料は、管理者が別に定める場合を除くほか還付しない。 

（無料乗車券） 

第８条 管理者は、事業上必要があると認めるときは、無料乗車券を発行することができる。 

（乗車券の効力） 

第９条 乗車券の様式を変更した場合は、旧乗車券はこれを使用することができない。ただし、

管理者が必要と認めるときは条件及び期間を定め旧乗車券の使用を許可することがある。 

２ 旧乗車券を所持する者は、管理者が別に定める期間内に限り新乗車券と引換を請求すること

ができる。ただし、乗車券の様式の変更が乗車料の変更によるものである場合は、当該変更に

よる差額は、管理者の定めるところにより追徴又は払戻をする。 

３ 前項の期間内に引換をしない旧乗車券はこれを無効とする。 

（乗車料の還付並びに乗車券の書換え及び再発行の手数料） 

第１０条 回数乗車料若しくは定期乗車料の還付又は定期乗車料に係る乗車券の書換え若しくは

再発行をする場合は、乗車券１冊又は１枚につき５００円の範囲内において管理者が定める手
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数料を徴収することができる。 

（過料） 

第１１条 次の各号の一に該当するときは、その乗車券を無効として回収し、乗車料の額の２倍

に相当する金額を支払わせ、１，０００円以下の過料を科することがある。 

  不正の手段により乗車料を免れ、又は免れようとした者 

  係員が請求した場合において、乗車券の提示を拒んだ者 

  他人の記名乗車券を使用した者及びこれを使用させた者 

（施行規程） 

第１２条 この条例の施行に関し必要な事項は、管理者が定める。 
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尼崎市貸切自動車乗車料条例 

現 行 

（趣旨) 

第１条 本市貸切自動車の乗車料に関しては、この条例の定めるところによる。 

（乗車料） 

第２条 貸切自動車を使用する者は、次条及び第４条の規定により定められた乗車料を納めなけ

ればならない。 

（乗車料の額） 

第３条 乗車料の額は、時間制運賃の額及びキロ制運賃の額の合計額に１００分の１０８を乗じ

て得た額（その額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）とする。 

２ 前項の時間制運賃の額及びキロ制運賃の額は、別表に定める額の範囲内において、自動車運

送事業管理者（以下「管理者」という。）が定める。 

（割引） 

第４条 管理者は、事業上の必要その他別の理由があると認めるときは、前条第１項の時間制運

賃及びキロ制運賃の割引をすることができる。 

（委任） 

第５条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、管理者が定める。 

別表 

区分 金額 

時間制運賃 1回につき ４３，３００円 

キロ制運賃 走行距離１０キロメートルにつき １，７００円 

摘要 １回の走行時間が3時間を超える場合の時間制運賃の額は、８，６６０円にその超える時間

（以下「超過時間」という。）（超過時間が１時間に満たない場合又は超過時間に１時間に

満たない端数がある場合において、超過時間又はその端数が３０分未満であるときはこれら

を切り捨て、超過時間又はその端数が３０分以上であるときはこれらを1時間に切り上げる。）

の時間の数値を乗じて得た額に、４３，３００円を加えて得た額とする。  
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尼崎市自動車運送事業の設置等に関する条例 

現 行 

（この条例の趣旨) 

第１条 この条例は、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号。以下「法」という。）の規定

に基づき、本市自動車運送事業（以下「自動車運送事業」という。）の設置、経営の基本、組織

及び財務について必要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 乗合自動車及び貸切自動車による旅客の運送を行なうため、自動車運送事業を設置する。 

（経営の基本） 

第３条 自動車運送事業は、常に企業の経済性を発揮するとともに、公共の福祉を増進するよう

に運営されなければならない。 

２ 自動車運送事業の基本計画は、次に掲げるとおりとする。 

  事業用自動車の総数 １５０両以内 

  事業区域（運行路線の延長） 

ア 乗合自動車 本市の区域内及びその周辺部（１１０キロメートル以内） 

イ 貸切自動車 兵庫県下一円 

（組織） 

第４条 法第１４条の規定に基づき、自動車運送事業管理者の権限に属する事務を処理させるた

め、交通局を置く。 
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尼崎市自動車運送事業移譲事業者選定委員会条例 

現 行 

（設置） 

第１条 尼崎市自動車運送事業のうち一般乗合旅客自動車運送事業（道路運送法（昭和２６年法

律第１８３号）第３条第１号イに掲げる一般乗合旅客自動車運送事業をいう。）を引き継ぐ一

般乗合旅客自動車運送事業者（同法第９条第１項に規定する一般乗合旅客自動車運送事業者を

いう。）（以下「移譲事業者」という。）の選定に関する事項を調査審議させるため、市長の

付属機関として、尼崎市自動車運送事業移譲事業者選定委員会（以下「委員会」という。）を

置く。 

（組織） 

第２条 委員会は、委員５人以内で組織する。 

２ 委員は、学識経験者及び公認会計士のうちから市長が委嘱する。 

３ 委員は、移譲事業者の選定に関する事項の調査審議が終了したときは、解嘱されるものとす

る。 

（委員長） 

第３条 委員会に委員長を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長が指名する委員がそ

の職務を代理する。 

（招集） 

第４条 委員会は、委員長が招集し、会議の議長となる。 

（会議） 

第５条 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

２ 委員会の議事は、出席した委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、委員長の決する

ところによる。 

（意見の聴取等） 

第６条 委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させて意見を聴き、

又は必要な説明若しくは資料の提出を求めることができる。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営について必要な事項は、委員長が委員会に

諮って定める。 
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地方公営企業法第３３条第２項の規定により予算で定めなければならない資産の取得及び処分等に

関する条例 

改正後 現 行 

（尼崎市水道事業等の業務状況説明書類の提

出等） 

第４条 尼崎市水道事業管理者及び尼崎市工

業用水道事業管理者（以下「管理者」という。）

は、法第４０条の２第１項の規定に基づき、

毎事業年度４月１日から９月３０日までの

尼崎市水道事業及び尼崎市工業用水道事業

（以下「尼崎市水道事業等」という。）の業

務の状況を説明する書類を１１月３０日ま

でに、１０月１日から３月３１日までの尼崎

市水道事業等の業務の状況を説明する書類

を５月３１日までに市長に提出しなければ

ならない。 

２ 前項の尼崎市水道事業等の業務の状況を

説明する書類（以下「業務状況説明書類」と

いう。）には、その期間における次の各号に

掲げる事項を掲載するものとする。 

   事業報告書 

   損益計算書 

   貸借対照表 

   その他業務の状況を説明するに必要な

書類 

３ 管理者は、天災その他やむを得ない事情に

より尼崎市水道事業等の業務状況説明書類

をそれぞれ第１項に規定するその提出期限

までに市長に提出することができなかつた

場合は、当該期限後できるだけ速やかに、こ

れを市長に提出しなければならない。 

４ 市長は、第１項又は前項の規定による尼崎

市水道事業等の業務状況説明書類の提出があ

ったときは、遅滞なく、これを公表しなけれ

ばならない。 

５ 前項の規定による公表は、市報あまがさき

に掲載する方法により行うものとする。 

 

（尼崎市下水道事業の業務状況説明書類の作成

（水道事業、工業用水道事業及び自動車運送事

業の業務状況説明書類の提出） 

第４条 管理者は、法第４０条の２第１項の規

定に基づき、毎事業年度４月１日から９月３

０日までの業務の状況を説明する書類を１

１月３０日までに、１０月１日から３月３１

日までの業務の状況を説明する書類を５月

３１日までに市長に提出しなければならな

い。 

 

 

 

 

２ 前項の業務の状況を説明する書類には、そ

の期間における次の各号に掲げる事項を掲

載するものとする。 

  事業報告書 

   損益計算書 

   貸借対照表 

   その他業務の状況を説明するに必要な

書類 

 

３ 管理者は、天災その他やむを得ない事故に

より、第１項に定める期日までに同項の業務

の状況を説明する書類を提出することがで

きなかつた場合においては、できるだけ速や

かにこれを提出しなければならない。 

 

４ 第１項又は前項の規定により業務の状況を

説明する書類が提出された場合においては、

市長は、遅滞なくこれを公表しなければなら

ない。 

５ 前項の公表は、市報あまがさきによりこれ

を行うものとする。 

 

（下水道事業の業務状況説明書類の作成） 
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等） 

第５条 前条の規定は、尼崎市下水道事業の業

務状況説明書類について準用する。この場合

において、同条第１項中「尼崎市水道事業管

理者（以下「管理者」という。）」とあるの

は「市長」と、「市長に提出しなければ」と

あるのは「作成しなければ」と、同条第２項

中「前項」とあるのは「次条において読み替

えて準用する前項」と、同条第３項中「管理

者」とあるのは「市長」と、「それぞれ第１

項」とあるのは「次条において読み替えて準

用する第１項」と、「市長に提出する」とあ

るのは「作成する」と、「市長に提出しなけ

れば」とあるのは「作成しなければ」と、同

条第４項中「第１項」とあるのは「次条にお

いて読み替えて準用する第１項」と、「よる」

とあるのは「より」と、「の提出があった」

とあるのは「を作成した」と、同条第５項中

「前項」とあるのは「次条において読み替え

て準用する前項」と読み替えるものとする。 

 

第５条 前条の規定は、下水道事業の業務の状

況を説明する書類の作成について準用する。

この場合において、同条第１項中「管理者」

とあるのは「市長」と、「市長に提出」とあ

るのは「作成」と、同条第３項中「管理者」

とあるのは「市長」と、「提出」とあるのは

「作成」と、同条第４項中「が提出された」

とあるのは「を作成した」と読み替えるもの

とする。 
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（議案説明資料） 

＜平成２７年９月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第１０４号 所 管 大規模市有地活用担当 

件 名 工事請負契約の変更について（旧尼崎東高等学校校舎等解体撤去工事） 

内       容 

１ 変更理由 

  平成２６年度労務・材料等単価を適用して設計を行っている当該工事について、平

成２７年２月から適用される公共工事設計労務単価の上昇を受け、技能労働者の適切

な賃金水準を確保するため、平成２７年２月からの労務・材料等単価を適用すること

及び交通誘導員の増員配置、防音シートのかさ上げ等に伴い、契約金額を増額する必

要が生じたもの。 

 

２ 契約の相手方 

尼崎市大庄西町１丁目６番２３号 

大松建設株式会社 代表取締役 松本 康利 

 

３ 契約金額 

変更前 ２７６，０４８，０００円（※ 金額は消費税等相当額８％を含む。） 

変更後 ２８２，５２３，６８０円（※ 金額は消費税等相当額８％を含む。） 

増 額   ６，４７５，６８０円（※ 金額は消費税等相当額８％を含む。） 

 

４ 変更内容 

  平成２７年２月からの労務・材料等単価の適用 

  交通誘導員の配置増 

  中州及び藻川土手下の空地への仮設門設置等 

  グラウンド南西角の防音シートのかさ上げ 

  正門での仮設パネル門扉の設置       

 

５ 契約工期 

  平成２７年３月９日から平成２７年１１月３日まで（変更なし） 
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（議案説明資料） 

＜平成２７年９月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第１０５号 所 管 
施設課、学校耐震化担当、
学校耐震化設備担当 

件 名 工事請負契約の変更について（大庄小学校校舎棟耐震補強等工事） 

内       容 

１ 変更理由 

  平成２６年度労務・材料等単価を適用して設計を行っている当該工事について、平

成２７年２月から適用される公共工事設計労務単価の上昇を受け、技能労働者の適切

な賃金水準を確保するため、平成２７年２月からの労務・材料等単価を適用すること

に伴い、契約金額を増額する必要が生じたもの。 

 

２ 契約の相手方 

尼崎市道意町３丁目１番地 

株式会社三田工務店 代表取締役 三田 恭男 

 

３ 契約金額 

変更前 ３５９，３１６，０００円（※ 金額は消費税等相当額８％を含む。） 

変更後 ３６０，１９４，０４０円（※ 金額は消費税等相当額８％を含む。） 

増 額     ８７８，０４０円（※ 金額は消費税等相当額８％を含む。） 

 

４ 変更内容 

平成２７年２月からの労務・材料等単価の適用 

 

５ 契約工期 

  平成２７年３月９日から平成２８年３月２０日まで（変更なし） 
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（議案説明資料） 

＜平成２７年９月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第１０６号 所 管 
施設課、学校耐震化担当、
学校耐震化設備担当 

件 名 工事請負契約の変更について（大島小学校北棟改築等工事） 

内       容 

１ 変更理由 

  賃金等の急激な変動により、尼崎市工事請負契約書第２６条第６項（いわゆるイン

フレスライド条項）に基づいて、契約の相手方から契約金額の変更について請求を受

けたため、相手方との協議を行い、契約金額を増額することとしたもの。 

 

２ 契約の相手方 

尼崎市杭瀬北新町１丁目５番１１号 

宮崎・苅田特別共同企業体 

代表者 宮崎建設株式会社 代表取締役 宮崎 俊二 

 

３ 契約金額 

変更前 １,０６２,６００,０００円（※ 金額は消費税等相当額５％を含む。） 

変更後 １，０６８，５０７，６００円（※ 金額は消費税等相当額５及び８％を含む。） 

増 額     ５,９０７,６００円（※ 金額は消費税等相当額８％を含む。） 

 

４ 変更内容 

賃金又は物価の変動に伴うインフレスライドの適用（尼崎市工事請負契約書第２６

条関係） 

 

５ 契約工期 

  平成２５年１０月８日から平成２７年１１月２６日まで（変更なし） 
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（議案説明資料） 

＜平成２７年９月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第１０７号 所 管 
施設課、学校耐震化担当、
学校耐震化設備担当 

件 名 工事請負契約の変更について（立花小学校校舎棟改築等工事） 

内       容 

１ 変更理由 

  賃金等の急激な変動により、尼崎市工事請負契約書第２６条第６項（いわゆるイン

フレスライド条項）に基づいて、契約の相手方から契約金額の変更について請求を受

けたため、相手方との協議を行い、契約金額を増額することとしたもの。 

 

２ 契約の相手方 

神戸市中央区八幡通３丁目１番１４号 

淺沼・サージ・コア共同企業体 

代表者 株式会社淺沼組神戸支店 支店長 芦田 造 

 

３ 契約金額 

変更前 １，８２４，１６８，８４０円（※ 金額は消費税等相当額５及び８％を含む。） 

変更後 １，８７６，７７５，６４０円（※ 金額は消費税等相当額５及び８％を含む。） 

増 額    ５２，６０６，８００円（※ 金額は消費税等相当額８％を含む。） 

 

４ 変更内容 

賃金又は物価の変動に伴うインフレスライドの適用（尼崎市工事請負契約書第２６

条関係） 

 

５ 契約工期 

  平成２５年１０月８日から平成２７年１０月２７日まで（変更なし） 
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（議案説明資料） 

＜平成２７年９月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第１０８号 所 管 
施設課、学校耐震化担当、
学校耐震化設備担当 

件 名 工事請負契約の変更について（名和小学校北棟改築等工事） 

内       容 

１ 変更理由 

  賃金等の急激な変動により、尼崎市工事請負契約書第２６条第６項（いわゆるイン

フレスライド条項）に基づいて、契約の相手方から契約金額の変更について請求を受

けたため、相手方との協議を行い、契約金額を増額することとしたもの。 

 

２ 契約の相手方 

尼崎市塚口町１丁目１０番地の５ 

株式会社吉川組 代表取締役 吉川 壽一 

 

３ 契約金額 

変更前 ７０１，０９１，３００円（※ 金額は消費税等相当額５％を含む。） 

変更後 ７３８，９７７，７００円（※ 金額は消費税等相当額５及び８％を含む。） 

増 額  ３７，８８６，４００円（※ 金額は消費税等相当額８％を含む。） 

 

４ 変更内容 

賃金又は物価の変動に伴うインフレスライドの適用（尼崎市工事請負契約書第２６

条関係） 

 

５ 契約工期 

  平成２５年１０月８日から平成２７年１２月２６日まで（変更なし） 
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（議案説明資料） 

＜平成２７年９月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第１１０号 所 管 道路課 

件 名 市道路線の一部廃止について 

内       容 

１ 理由 

道路法第８条第２項（同法第１０条第３項の規定において準用する場合を含む。）

の規定により、市道路線を一部廃止するため、議決を求めるもの。 

 

２ 対象路線 

  一部廃止しようとする路線 

路   線   名 起 点 ～ 終 点（廃止区間） 

塚口第７号宮前横僧線 塚口町２丁目３４－９  ～  塚口町４丁目４１－１ 
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（議案説明資料） 

＜平成２７年９月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第１１１号 所 管 
公園計画・２１世紀の森担

当 

件 名 市有地の売払いについて 

内       容 

１ 売払いの目的 

産業まち交流拠点地区の市有地を産業用地として売払うため。 

 

２ 市有地の所在地、地目及び面積 

所在地番 地 目 面   積 

尼崎市扇町２１番 宅地 ６，９７２．５７㎡ 

 

３ 売払いまでの経緯 

平成 ９年 ２月 同和鉱業㈱（現ＤＯＷＡホールディングス㈱）から取得 

平成１０年 ３月 尼崎臨海西部土地区画整理事業の仮換地の一部として指定 

平成１９年 ８月 パナソニックプラズマディスプレイ㈱と事業用定期借地権契 

約を締結 

平成２４年 ３月 尼崎臨海西部土地区画整理事業完了 

平成２５年１０月 パナソニックプラズマディスプレイ㈱が撤退を発表 

平成２６年 ３月 パナソニックプラズマディスプレイ第５工場を改修し流通加 

工工場に転用することで、兵庫県、尼崎市、関西電力㈱、パナ

ソニックプラズマディスプレイ㈱、㈱センターポイントディベ

ロップメントの５者で合意し、協定を締結 

平成２７年 ８月 本プロジェクトのために設立されたＰＡＳＳＡＴ特定目的会 

社と仮契約の締結 

 

４ 売払いの金額 

６２７，１８２，６７１円（㎡当たり８９，９５０円） 

 

５ 売払いの相手方 

東京都港区虎ノ門３丁目２２番１０－２０１号 

ＰＡＳＳＡＴ特定目的会社 取締役 松澤 和浩 

 

（参考）今後の予定 

平成２７年１０月 議決後、本契約を締結。ＰＡＳＳＡＴ特定目的会社に売払うと 

同時にパナソニックプラズマディスプレイ㈱との事業用定期 

借地権契約は解消する。 
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（議案説明資料） 

＜平成２７年９月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第１１２号 所 管 下水道部経営企画課 

件 名 平成２６年度尼崎市下水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

内       容 

１ 議決を求める理由 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定により、地方

公営企業に生じた利益のうち、特定の使途目的を与えられていない未処分利益剰余金

の処分は、条例又は議会の議決を経て行わなければならないとされていることから、

その都度議決を求めるものである。 

 

２ 処分の理由及び内容 

未処分利益剰余金7,466,722,542円のうち、当年度純利益616,244,817円を建設改

良積立金に積み立て、地方公営企業会計制度の見直しに伴う移行措置により生じた非

みなし償却資産に係る補助金等の既収益化額 3,682,124,172円及び建設改良積立金

の取崩額1,168,353,553円（計4,850,477,725円）は資本金へ組み入れ、残余につい

ては繰り越すものとする。 

 

          （単位：円） 

 
未 処 分 利 益 剰 余 金 

当 年 度 末 残 高 7,466,722,542 

議 会 の 議 決 に よ る 処 分 額 △5,466,722,542 

 
建 設 改 良 積 立 金 の 積 立 て △616,244,817 

 
資 本 金 へ の 組 入 れ △4,850,477,725 

処 分 後 残 高 
(繰越利益剰余金) 

2,000,000,000  
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（議案説明資料） 

＜平成２７年９月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第１１３号 所 管 水道局経理課 

件 名 平成２６年度尼崎市水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

内       容 

１ 議決を求める理由 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定により、地方

公営企業に生じた利益のうち、特定の使途目的を与えられていない未処分利益剰余金

の処分は、条例又は議会の議決を経て行わなければならないとされていることから、

その都度議決を求めるものである。 

 

２ 処分の理由及び内容 

未処分利益剰余金7,250,445,549円のうち、資金を伴わない収益相当額を除いた当

年度純利益787,688,656円は建設改良積立金に積み立て、当年度純利益のうち資金を

伴わない収益相当額181,210,158円、地方公営企業会計制度の見直しに伴う移行措置

により生じた非みなし償却資産に係る補助金等の既収益化額 4,687,065,735円及び

建設改良積立金の取崩額1,594,481,000円（計6,462,756,893円）は資本金へ組み入

れる。 

          （単位：円） 

 
未 処 分 利 益 剰 余 金 

当 年 度 末 残 高 7,250,445,549 

議 会 の 議 決 に よ る 処 分 額 △7,250,445,549 

 
建 設 改 良 積 立 金 の 積 立 て △787,688,656 

 
資 本 金 へ の 組 入 れ △6,462,756,893 

処 分 後 残 高 
(繰越利益剰余金) 

0  
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（議案説明資料） 

＜平成２７年９月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第１１４号 所 管 水道局経理課 

件 名 平成２６年度尼崎市工業用水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

内       容 

１ 議決を求める理由 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定により、地方

公営企業に生じた利益のうち、特定の使途目的を与えられていない未処分利益剰余金

の処分は、条例又は議会の議決を経て行わなければならないとされていることから、

その都度議決を求めるものである。 

 

２ 処分の理由及び内容 

未処分利益剰余金4,894,018,745円のうち、資金を伴わない収益相当額を除いた当

年度純利益382,906,638円は建設改良積立金に積み立て、当年度純利益のうち資金を

伴わない収益相当額100,822,698円、地方公営企業会計制度の見直しに伴う移行措置

により生じた非みなし償却資産に係る補助金等の既収益化額 3,673,070,660円及び

建設改良積立金の取崩額100,915,000円（計3,874,808,358円）は資本金へ組み入れ、

残余については繰り越すものとする。 

          （単位：円） 

 
未 処 分 利 益 剰 余 金 

当 年 度 末 残 高 4,894,018,745 

議 会 の 議 決 に よ る 処 分 額 △4,257,714,996 

建 設 改 良 積 立 金 の 積 立 て △382,906,638 
 

資 本 金 へ の 組 入 れ △3,874,808,358 

処 分 後 残 高 
(繰越利益剰余金) 

636,303,749  
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